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奈良地方最低賃金審議会運営規程 
令和元年６月１９日改正 

 
（規程の目的） 
第１条  奈良地方最低賃金審議会（以下「審議会」という。）の議事運営は、

最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）及び最低賃金審議会令（昭

和３４年政令第１６３号）に定めるもののほか、この規程の定めると

ころによる。 
 
（会議の招集） 
第２条  審議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が必要と認めたとき

のほか、奈良労働局長、５人以上の委員又は労働者代表委員、使用者

代表委員及び公益委員各１人以上を含む３人以上の委員から開催の請

求があったとき、会長が招集する。ただし、年度最初の会議は、奈良

労働局長が招集する。 
２ 前項の規定により、奈良労働局長又は委員が会議の開催を請求しよう

とする場合には、付議事項及び希望期日を、少なくとも当該期日の１０

日前までに会長に通知しなければならない。 
３ 会長は、会議を招集しようとするときには、緊急やむを得ない場合の

ほか、少なくとも７日前までに、付議事項、日時及び場所を委員に通知

するとともに、奈良労働局長に通知するものとする。 
 
（小委員会等） 
第３条  会長は、審議会の議決により、特定の事案について事実の調査をし、

又は細目にわたる審議を行うため、委員を指名して小委員会等を設け

ることができる。 
 
（委員の欠席） 
第４条  委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときには、

その旨を会長に適当な方法で通知しなければならない。 
   ２ 委員は、旅行その他の事由によって長期間不在となるときには、あ

らかじめ会長に適当な方法で通知しなければならない。 
 
（会議の議事） 
第５条  会長は、会議の議長となり、議事を整理する。 
   ２ 委員は、会議において発言しようとするときには、会長の許可を受

けるものとする。 
   ３ 審議会は、会長が必要と認めるときは、委員でない者の説明又は意

見を聴くことができる。 
 

現行 
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（会議の公開） 
第６条  会議は、原則として公開とする。ただし、公開することにより、個

人情報の保護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の

権利利益が不当に侵害されるおそれがある場合、又は率直な意見の交

換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある場合は、

会長は、審議会の議事を出席委員の過半数をもって決し、可否同数の

ときは、会長の決するところにより、会議を非公開とすることができ

る。 
  ２ 会長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ずるなど

の必要な措置をとることができる。 
 
（議事録及び議事要旨） 
第７条  会議の議事については、議事録及び議事要旨を作成し、議事録には

会長及び会長の指名した委員２人が署名するものとする。 
   ２ 議事録及び会議資料は原則として公開とする。ただし、公開するこ

とにより、個人情報の保護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若

しくは団体の権利利益が不当に侵害されるおそれがある場合、又は率

直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ

がある場合は、会長は、議事録の一部又は全部を非公開とすることが

できる。 
   ３ 議事録を非公開とする場合には、議事要旨を作成し公開するものと

する。 
   ４ 前三項の規定は、小委員会等について準用する。 
 
（意見の提出） 
第８条  会長は、審議会において議決を行ったときは、答申書又は議決書を

奈良労働局長に提出するものとする。 
 
（小委員会等の議事運営） 
第９条  この規程に定めるもののほか、小委員会等の議事運営に関し必要な

事項は、小委員会等の長が当該小委員会等に諮って定める。 
 
（規定の改廃） 
第１０条 この規程の改廃は、審議会の議決に基づいて行う。 
 
附 則 
（施行期日） 
 この規程は、令和元年６月１９日から施行する。  



 

奈良地方最低賃金審議会（本審） 運営規程（案） 

改正後 改正前 
（委員の欠席等） 

第４条  委員は、会長が必要があると認めるときは、テレビ会議シ

ステム（映像と音声の送受信により相手の状態を相互に認識

しながら通話をすることができるシステムをいう。次項にお

いて同じ。）を利用する方法によって会議に出席することが

できる。 

   ２ テレビ会議システムを利用する方法による会議への出席

は、審議会令第５条第２項及び第３項に規定する会議への出

席に含めるものとする。 

   ３ 委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないと

きには、その旨を会長に適当な方法で通知しなければならな

い。 

   ４ 委員は、旅行その他の事由によって長期間不在となるとき

には、あらかじめ会長に適当な方法で通知しなければならな

い。 

 

附 則 

（施行期日） 

 この規程は、令和  年  月  日から施行する。 

（委員の欠席） 
第４条  委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないと

きには、その旨を会長に適当な方法で通知しなければならな

い。 

   ２ 委員は、旅行その他の事由によって長期間不在となると

きには、あらかじめ会長に適当な方法で通知しなければな

らない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
附 則 
（施行期日） 
この規程は、令和元年６月１９日から施行する。 

 

（赤色表示箇所が改正箇所） 



奈良地方最低賃金審議会運営規程（案） 
 

 
（規程の目的） 
第１条 奈良地方最低賃金審議会（以下「審議会」という。）の議事運営は、最低賃金

法（昭和３４年法律第１３７号）及び最低賃金審議会令（昭和３４年政令第１６

３号）に定めるもののほか、この規程の定めるところによる。 
 
（会議の招集） 
第２条 審議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が必要と認めたときのほか、

奈良労働局長、５人以上の委員又は労働者代表委員、使用者代表委員及び公益委

員各１人以上を含む３人以上の委員から開催の請求があったとき、会長が招集す

る。ただし、年度最初の会議は、奈良労働局長が招集する。 
２ 前項の規定により、奈良労働局長又は委員が会議の開催を請求しようとする場

合には、付議事項及び希望期日を、少なくとも当該期日の１０日前までに会長に

通知しなければならない。 
３ 会長は、会議を招集しようとするときには、緊急やむを得ない場合のほか、少

なくとも７日前までに、付議事項、日時及び場所を委員に通知するとともに、奈

良労働局長に通知するものとする。 
 
（小委員会等） 
第３条 会長は、審議会の議決により、特定の事案について事実の調査をし、又は細目

にわたる審議を行うため、委員を指名して小委員会等を設けることができる。 
 
（委員の欠席等） 
第４条 委員は、会長が必要があると認めるときは、テレビ会議システム（映像と音声

の送受信により相手の状態を相互に認識しながら通話をすることができるシス

テムをいう。次項において同じ。）を利用する方法によって会議に出席すること

ができる。 
２ テレビ会議システムを利用する方法による会議への出席は、審議会令第５条第

２項及び第３項に規定する会議への出席に含めるものとする。 
３ 委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときには、その旨を会

長に適当な方法で通知しなければならない。 
４ 委員は、旅行その他の事由によって長期間不在となるときには、あらかじめ会

長に適当な方法で通知しなければならない。 
 
（会議の議事） 
第５条 会長は、会議の議長となり、議事を整理する。 
２ 委員は、会議において発言しようとするときには、会長の許可を受けるものと

する。 
３ 審議会は、会長が必要と認めるときは、委員でない者の説明又は意見を聴くこ

とができる。 



 
（会議の公開） 
第６条 会議は、原則として公開とする。ただし、公開することにより、個人情報の保

護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利益が不当に侵害

されるおそれがある場合、又は率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不

当に損なわれるおそれがある場合は、会長は、審議会の議事を出席委員の過半数

をもって決し、可否同数のときは、会長の決するところにより、会議を非公開と

することができる。 
２ 会長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ずるなどの必要な

措置をとることができる。 
 
（議事録及び議事要旨） 
第７条 会議の議事については、議事録及び議事要旨を作成し、議事録には会長及び会

長の指名した委員２人が署名するものとする。 
   ２ 議事録及び会議資料は原則として公開とする。ただし、公開することにより、

個人情報の保護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利

益が不当に侵害されるおそれがある場合、又は率直な意見の交換若しくは意思

決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある場合は、会長は、議事録の一部

又は全部を非公開とすることができる。 
   ３ 議事録を非公開とする場合には、議事要旨を作成し公開するものとする。 
   ４ 前三項の規定は、小委員会等について準用する。 
 
（意見の提出） 
第８条 会長は、審議会において議決を行ったときは、答申書又は議決書を奈良労働局

長に提出するものとする。 
 
（小委員会等の議事運営） 
第９条 この規程に定めるもののほか、小委員会等の議事運営に関し必要な事項は、小

委員会等の長が当該小委員会等に諮って定める。 
 
（規定の改廃） 
第１０条 この規程の改廃は、審議会の議決に基づいて行う。 
 
 
附 則 
（施行期日） 
この規程は、令和   年   月   日から施行する。 



 

奈良地方最低賃金審議会傍聴規程 
 
第１条  この規程は、奈良地方最低賃金審議会（以下「審議会」という。）の傍聴に

関し、必要な事項について定めるものである。 
 
第２条  審議会の会議（以下「会議」という。）を傍聴しようとする者は、係員に住

所及び氏名を告げ、その指示により傍聴席に着かなければならない。 
     ただし、傍聴席が満席の後は、その入場を拒否することができる。 
   ２  集団で多人数の者が傍聴しようとする場合において、その団体（集団）を

入場させることにより、他の傍聴人の席が著しく少なくなると認めるときは、

審議会は、その若干人を指定して傍聴させることができる。 
 
第３条  審議会は、傍聴席の整理上必要があると認めたときには、傍聴券を発行し、

傍聴人の数を制限することができる。 
   ２ 前項の規定により傍聴券を発行したときは、傍聴券を持たない者は、入場す

ることができない。 
 
第４条  次の各号の一に該当すると認められる者は、入場を許されない。 
   １ 酒気を帯びている者。 
   ２ 凶器その他危険なものを持っている者。 
   ３ 旗、のぼり、こん棒、プラカード等を携帯している者。 
   ４ 前各号に掲げる外、会場の秩序を乱すおそれがあると認められる者。 
 
第５条  傍聴人は、いかなる理由があっても、傍聴席以外の場所に入ってはならない。 
 
第６条  傍聴人は、傍聴中、次に揚げることをしてはならない。 
   １ みだりに傍聴席を離れること。 
   ２ 飲食等をすること。 
   ３ 拍手その他いかなる方法でも、議事の言論に批評を加え、又は可否を表わす

こと。 
   ４ 放談、私語その他喧噪にわたり又は議事を妨害するような行為をすること。 
   ５ 前各号の外、会場の秩序を乱す言動をすること。 
 
第７条  会議中において写真の撮影、録音、放送又はこれらに類する行為をしようと

するときは、あらかじめ事務局に申し出て許可を得なければならない。 
 
第８条  審議会会長及び事務局は、この規程を守らない傍聴人に対しては、注意を与

え、なお止めないときは、その者を退場させることができる。 
 
第９条  傍聴人は、会議開始５分前までに着席すること。以降の入場は認めない。 
 
第１０条 この規程の改廃は、審議会の決議に基づいて行う。 
 
附 則     この規程は、平成２９年６月２２日から施行する。 
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独立行政法人中小企業基盤整備機構 企画部調査課 

担当：山崎、谷井、大竹、梨本 

ＴＥＬ :  03-5470-1521 

https://www.smrj.go.jp/research_case/research/survey/index.html 

２０２１年３月３０日 

第１６３回 中小企業景況調査 

（２０２１年１－３月期） 
調査機関：独立行政法人 中小企業基盤整備機構 

 

《調査結果のポイント》 
 

中小企業の業況判断ＤＩは、３期ぶりに低下した。 
 

(1) ２０２１年１－３月期の全産業の業況判断ＤＩは、▲29.5（前期差3.4ポイント減）となり、

３期ぶりに低下した。 
 
(2) 製造業の業況判断ＤＩは、▲25.0（前期差4.2ポイント増）となり、３期連続して上昇した。

業種別に見ると、鉄鋼・非鉄金属、機械器具、金属製品など１２業種で上昇し、食料品、木材・

木製品の２業種で低下した。 

（参考）調査対象企業のコメント（例） 

  ・コロナ禍の影響による需要の落ち込みの反動で、１～３月期は近年にない受注が見込まれた。但し、
原材料価格の急騰は原価率を押し上げ、直近の課題になっている。さらに、夏場以降の需要の見通
しに不透明感は残る。［鉄鋼・非鉄金属 愛媛］ 

 

(3) 非製造業の業況判断ＤＩは、▲31.2（前期差5.8ポイント減）となり、３期ぶりに低下した。

産業別に見ると、建設業で上昇し、サービス業、卸売業、小売業で低下した。 

（参考）調査対象企業のコメント（例） 

  ・ワクチン接種が始まり、今後さらにＧоＴо事業の再開が見込まれるなど明るい見通しもあるが、
宴会等のスタイルや開催頻度及び人数が以前と大きく変わってしまい、その変化に順応できるのか
不安要素も感じられる。［宿泊業 新潟］ 

 

(4) 全産業の長期資金借入難易度ＤＩは、▲2.9（前期差0.7ポイント減）と２期連続して低下し、

短期資金借入難易度ＤＩは、▲2.5（前期差0.6ポイント減）と３期ぶりに低下した。 
 
<トピックス①> 

 全産業の資金繰りＤＩは、▲20.6（前期差1.6ポイント減）と３期ぶりに低下した。産業別に

見ると、建設業、製造業で上昇し、サービス業、小売業、卸売業で低下した。 

（参考）調査対象企業のコメント（例） 

  ・コロナの影響により、会合や法事などの集まりが減少し単価の大きな仕事がなく、資金繰りがよく
ない。イベントの少ない時期と重なり、需要が伸びない。［飲食業 三重］ 

 
<トピックス②> 

 全産業の従業員数過不足ＤＩ（今期の水準）は、▲9.8（前期差1.1ポイント増）と３期ぶりに

上昇し不足感が弱まった。産業別に見ると、サービス業、建設業、小売業で上昇し、製造業、卸

売業で低下した。 

（参考）調査対象企業のコメント（例） 

・今期は新型コロナウイルス感染拡大の影響でお客様の利用率が低下しており、従業員の生活も考え休
業せずに週休２日の状況で営業している。今後のコロナ撲滅に期待し、なおかつ最大の企業努力で乗
り切っていこうと考えている。［飲食業 福岡］ 

注)ＤＩは特に断りがない場合は前期比（季節調整値）による。 

 

 

 

 

https://www.smrj.go.jp/research_case/research/survey/index.html


２ 

有効回答率（%）

製  造  業 4,617 (  24.4  ) 4,464 (  24.5  ) 96.7

建  設  業 2,426 (  12.8  ) 2,342 (  12.9  ) 96.5

卸  売  業 1,185 (  6.3  ) 1,121 (  6.2  ) 94.6

小  売  業 4,603 (  24.3  ) 4,434 (  24.3  ) 96.3

サービス業 6,081 (  32.2  ) 5,849 (  32.1  ) 96.2

合      計 18,912 (  100.0  ) 18,210 (  100.0  ) 96.3

   注 ： （    ）内は構成比（％）

調査対象企業数 有効回答企業数
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（前期比季節調整値）

全産業

製造業

非製造業

製造業

▲25.0

非製造業

▲31.2

全産業

▲29.5

（ＤＩ）

［調査要領］ 

(1) 調査時点 ２０２１年３月１日時点 

(2) 調査方法 原則として、全国の商工会、商工会議所の経営指導員、及び中小企業

団体中央会の情報連絡員が訪問面接し、聴き取りによって行った。 

(3) 調査対象 中小企業基本法に定義する全国の中小企業 

 

 

 

 

 

 

 
(4) その他  ・毎年４－６月期に、前年以前の季節調整値の入れ替えを行っている。 

        ・最新の長期時系列データは中小企業庁及び中小企業基盤整備機構のホーム 
         ページで公表している。 
 
 

１．業況判断ＤＩ（12ページ参照） 

(1) 全産業 

２０２１年１－３月期の全産業の業況判断ＤＩは、（前期▲26.1→）▲29.5（前期差3.4ポ

イント減）となり、３期ぶりにマイナス幅が拡大した。 

製造業の業況判断ＤＩは、（前期▲29.2→）▲25.0（前期差4.2ポイント増）となり、３期

連続してマイナス幅が縮小し、非製造業の業況判断ＤＩは、（前期▲25.4→）▲31.2（前期

差5.8ポイント減）と３期ぶりにマイナス幅が拡大した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中小企業の業況判断ＤＩの推移 
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（ＤＩ）

（前期比季節調整値）

食料品 繊維工業 木材・木製品 家具・装備品 パルプ・紙・紙加工品 印 刷 化 学
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（前期比季節調整値）

窯業・土石製品 鉄鋼・非鉄金属 金属製品 機械器具 電気・情報通信

機械器具・電子部品
輸送用

機械器具

その他の

製造業

(2) 製造業 

 製造業の業況判断ＤＩは、（前期▲29.2→）▲25.0（前期差4.2ポイント増）と３期連続し

てマイナス幅が縮小した。 

製造業の１４業種の内訳では、鉄鋼・非鉄金属で▲2.2（前期差23.5ポイント増）、機械器

具で▲19.3（前期差16.2ポイント増）、金属製品で▲15.6（前期差10.1ポイント増）、印刷

で▲42.8（前期差8.3ポイント増）など１２業種でマイナス幅が縮小した。一方、食料品で▲

31.6（前期差9.9ポイント減）、木材・木製品で▲30.9（前期差1.6ポイント減）と２業種で

マイナス幅が拡大した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中小企業の製造業 業種別 業況判断ＤＩの推移(2) 

（2018年1－3月期～2021年1－3月期） 

 

中小企業の製造業 業種別 業況判断ＤＩの推移(1) 

（2018年1－3月期～2021年1－3月期） 
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（ＤＩ） （前期比季節調整値）
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（ＤＩ） （前期比季節調整値）

対事業所

サービス業

対個人

サービス業

（自動車整備

その他）

対事業所

サービス業

（専門技術

その他）

宿泊業 飲食業 対個人

サービス業
対個人

サービス業

（生活関連）

対事業所

サービス業

（運送・倉庫）

情報通信

・広告業

 

(3) 非製造業 

非製造業の業況判断ＤＩは、（前期▲25.4→）▲31.2（前期差5.8ポイント減）と３期ぶ

りにマイナス幅が拡大した。 

産業別に見ると、建設業で▲14.3（前期差2.8ポイント増）とマイナス幅が縮小した。一

方、サービス業で▲35.6（前期差10.3ポイント減）、卸売業で▲27.7（前期差6.2ポイント

減）、小売業で▲35.4（前期差4.0ポイント減）とマイナス幅が拡大した。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サービス業の内訳では、対個人サービス業（自動車整備その他）で▲20.9（前期差5.0ポイ

ント増）、情報通信・広告業で▲22.5（前期差1.8ポイント増）、対事業所サービス業（専門

技術その他）で▲18.6（前期差1.0ポイント増）とマイナス幅が縮小した。一方、宿泊業で▲

53.2（前期差42.0ポイント減）、飲食業で▲51.3（前期差26.8ポイント減）、対事業所サー

ビス業（運送・倉庫）で▲42.5（前期差11.6ポイント減）、対個人サービス業（生活関連）

で▲36.6（前期差5.1ポイント減）とマイナス幅が拡大した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中小企業の非製造業 産業別 業況判断ＤＩの推移 

（2018年1－3月期～2021年1－3月期） 

中小企業のサービス業 業種別 業況判断ＤＩの推移 

（2018年1－3月期～2021年1－3月期） 

(注)「対個人サービス業（生活関連）」は、不動産業、洗濯・理容・美容・浴場業、その他の生活関連サービス業等の７業種。 

「対個人サービス業（自動車整備その他）」は、自動車整備業、機械等修理業。 
「対事業所サービス業（運送・倉庫）」は、道路旅客運送業、道路貨物運送業、倉庫業等の５業種。 
「対事業所サービス業（専門技術その他）」は、専門サービス業、技術サービス業、廃棄物処理業等の５業種。 



５ 

▲ 70.0

▲ 65.0

▲ 60.0

▲ 55.0

▲ 50.0

▲ 45.0

▲ 40.0

▲ 35.0

▲ 30.0

▲ 25.0

▲ 20.0

▲ 15.0

▲ 10.0

▲ 5.0

0.0

ⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠ

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

（前期比季節調整値）

全産業

製造業

非製造業

非製造業

▲28.9

全産業
▲26.8

（ＤＩ）

製造業
▲20.7

▲ 70.0

▲ 65.0

▲ 60.0

▲ 55.0

▲ 50.0

▲ 45.0

▲ 40.0

▲ 35.0

▲ 30.0

▲ 25.0

▲ 20.0

▲ 15.0

▲ 10.0

▲ 5.0

0.0

ⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠ

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

全体

中規模

小規模

（ＤＩ）

中規模
▲21.2

全体
▲29.5

小規模
▲31.8

（前期比季節調整値）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．売上額ＤＩ（13ページ参照） 

全産業の売上額ＤＩは、（前期▲23.7→）▲26.8（前期差3.1ポイント減）と３期ぶりに

マイナス幅が拡大した。 

産業別に見ると、製造業で（前期▲26.3→）▲20.7（前期差5.6ポイント増）と３期連続

してマイナス幅が縮小した。一方、非製造業で（前期▲22.8→）▲28.9（前期差6.1ポイン

ト減）と３期ぶりにマイナス幅が拡大した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中小企業の売上額ＤＩの推移 

［参考］ 

中小企業の業況判断ＤＩの推移[規模別] 
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▲17.4

非製造業
▲21.7
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▲20.6

（ＤＩ） （前期比季節調整値）

３．採算（経常利益）ＤＩ（14ページ参照） 

全産業の採算（経常利益）ＤＩ（「好転」－「悪化」、前年同期比）は、（前期▲45.2

→）▲43.8（前期差1.4ポイント増）と３期連続してマイナス幅が縮小した。 

産業別に見ると、製造業で（前期▲51.9→）▲42.9（前期差9.0ポイント増）と３期連続

してマイナス幅が縮小した。一方、非製造業で（前期▲43.1→）▲44.0（前期差0.9ポイン

ト減）と３期ぶりにマイナス幅が拡大した。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

４．資金繰りＤＩ（14ページ参照） 

全産業の資金繰りＤＩは、（前期▲19.0→）▲20.6（前期差1.6ポイント減）と３期ぶり

にマイナス幅が拡大した。 

産業別に見ると、製造業で（前期▲19.5→）▲17.4（前期差2.1ポイント増）と３期連続

してマイナス幅が縮小し、非製造業で（前期▲18.8→）▲21.7（前期差2.9ポイント減）と

３期ぶりにマイナス幅が拡大した。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中小企業の資金繰りＤＩの推移 

中小企業の採算（経常利益）ＤＩの推移 
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▲3.6

全産業

▲2.5

（ＤＩ）

５．借入難易度ＤＩ（14ページ参照） 

全産業の長期資金借入難易度ＤＩは、（前期▲2.2→）▲2.9（前期差0.7ポイント減）と

２期連続してマイナス幅が拡大した。全産業の短期資金借入難易度ＤＩは、（前期▲1.9

→）▲2.5（前期差0.6ポイント減）と３期ぶりにマイナス幅が拡大した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中小企業の長期資金借入難易度ＤＩの推移 

中小企業の短期資金借入難易度ＤＩの推移 
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関 東東 北北海道 中 部 近 畿 中 国 四 国 九州・沖縄

（前期比季節調整値）
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1.1

（「過剰」－「不足」 今期の水準）（ＤＩ）

６．生産設備過不足ＤＩ（15ページ参照） 

  製造業の生産設備過不足ＤＩ（「過剰」－「不足」、今期の水準）は、（前期4.8→） 

1.1（前期差3.7ポイント減）と３期連続して過剰感が弱まった。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．地域別業況判断ＤＩ（16～19ページ参照） 

地域別の業況判断ＤＩ（全産業）は、九州・沖縄、中部、関東、中国、東北、近畿、北

海道、四国の全ての地域でマイナス幅が拡大した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中小企業（製造業）の生産設備過不足ＤＩの推移 

中小企業の地域別業況判断ＤＩの推移（全産業） 

（2018年1－3月期～2021年1－3月期） 

（注）１．地域区分は、各経済産業局管内の都道府県により区分している。

　　　２．関東には、新潟、長野、山梨、静岡の各県、中部には、石川、富山の各県、近畿には、福井県を含む。九州・沖縄は、九州各県と

         沖縄県の合計。
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資料２

各地域における産業別の動向（業況判断DI・前期比季節調整値）
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１０ 
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（ＤＩ） （「過剰」－「不足」 今期の水準）

<トピックス①>産業別資金繰りＤＩの推移について 

  全産業の資金繰りＤＩは、▲20.6（前期差1.6ポイント減）とマイナス幅が拡大した。また、

産業別に見ると、建設業で▲7.6（前期差3.1ポイント増）、製造業で▲17.4（前期差2.1ポイン

ト増）とマイナス幅が縮小した。一方、サービス業で▲27.2（前期差6.0ポイント減）、小売業

で▲24.3（前期差2.0ポイント減）、卸売業で▲11.6（前期差0.7ポイント減）とマイナス幅が拡

大した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

<トピックス②>産業別従業員数過不足ＤＩ（今期の水準）の推移について 

  全産業の従業員数過不足ＤＩ（「過剰」－「不足」、今期の水準）は、（前期▲10.9→）▲9.8

（前期差1.1ポイント増）と３期ぶりにマイナス幅が縮小し、不足感が弱まった。また、産業別

に見ると、製造業で過剰から不足に転じ、サービス業、建設業、小売業で不足感が弱まり、卸売

業で不足感が強まった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業別資金繰りＤＩ（前期比季節調整値）の推移 

産業別従業員数過不足ＤＩの推移 

 



１１ 

［調査対象企業のコメント］ 

・ 当社はコロナの影響はあまり無いが、社員の誰かがコロナにかかった時の事を考え休業保障の保険に加入した。

商工会の補助金でトイレをコロナ感染防止仕様に変えたり、店舗入口に消毒液を置いたり対策中。［対個人サー

ビス業 北海道］ 

・ ワクチン接種が開始されたが、依然、首都圏周辺では感染者数の下げ止まり状態が続き、いつ次の感染拡大が起こ

るか不安です。資金繰りの方はやや回復傾向が見られるが、民間の受注量停滞は、まだまだ続きそうです。［建設業 

青森］ 

・ 自動車のＥＶ化が、急速に進み、関連する業界の設備投資が進んでいる。加えてＷｅｂ、リモートの需要で半導

体が伸び、人手不足となっている。業界間での差が激しく広がっている。［その他の製造業 山形］ 

・ １月に発令された緊急事態宣言を受け、観光関係のＯＥＭ（清涼飲料水関係）の受注減の落ち込みが大きい。学校

食納入部分は、あまり影響を受けていない。［食料品 埼玉］ 

・ ワクチン接種が始まり、今後さらにＧоＴо事業の再開が見込まれるなど明るい見通しもあるが、宴会等のスタイ

ルや開催頻度及び人数が以前と大きく変わってしまい、その変化に順応できるのか不安要素も感じられる。［宿泊

業 新潟］ 

・ 国土強靭化と災害対策工事の発注がしばらくは続くと予想され、ある程度の受注は見込まれるが、下請業者の確保

難や、技術者の不足等の問題がある。また、災害復旧工事が一段落した後の公共工事発注がどうなるか不安。［建設

業 長野］ 

・ 航空機製造業界にかかる環境の厳しさに変化は見られず、受注の激減と、設備、人員の過剰が続いている。［輸送用

機械器具 岐阜］ 

・ コロナの影響により、会合や法事などの集まりが減少し単価の大きな仕事がなく、資金繰りがよくない。イベント

の少ない時期と重なり、需要が伸びない。［飲食業 三重］ 

・ 従来通りでは先細りが見えているため、新しい家具づくりのスタイルを再構築する必要性を感じている。そのため

の準備を進めたい。［家具・装備品 岐阜］ 

・ コロナの影響で成人式・卒業式等の行事が中止となり、着物のレンタルが今年はゼロとなった。今現在非対面型の

遠隔サービスが求められているが、当店は業種の関係上そうもいかないのが課題となっている。［小売業 奈良］ 

・ 大雪の為、原材料の入荷がストップし製造したくてもできない状況になった。今後は自社原料の増大に取り組み安

定した原材料の入荷を確保し、売り上げの安定をねらう。［木材・木製品 鳥取］ 

・ コロナの影響が続いている為に、今後の事業を進めて行くのが難しい。リモートでは営業が出来ないので、出張販

売等、早く対応出来る様になってもらいたい。このままの状態が続けば、非常に厳しい状況が続きそうだ。［卸売業 

広島］ 

・ コロナ禍の影響による需要の落ち込みの反動で、１～３月期は近年にない受注が見込まれた。但し、原材料価格の

急騰は原価率を押し上げ、直近の課題になっている。さらに、夏場以降の需要の見通しに不透明感は残る。［鉄鋼・

非鉄金属 愛媛］ 

・ コロナによる観光への大打撃は足掛け２年。観光は平和産業の為、安心安全でなければ人は動かず厳しい状況。Ｇ

оＴо施策の期間延長とワクチン接種の効果に少し望みを持ちたい。［宿泊業 高知］ 

・ 今期は新型コロナウイルス感染拡大の影響でお客様の利用率が低下しており、従業員の生活も考え休業せずに週

休２日の状況で営業している。今後のコロナ撲滅に期待し、なおかつ最大の企業努力で乗り切っていこうと考え

ている。［飲食業 福岡］ 

・ 業況は、復調の兆しが見えず、思いきった事業再構築が必要と思われる。労働市場は、冷えており県内の採用意

欲も低下している。オンラインによるセミナーは、今後取り入れて教育研修事業に活路を見出したい。［情報通

信・広告業 佐賀］ 

・ コロナによる生活環境の変化で、民間部門において、設備投資意欲が減退している感がある。緊急事態宣言が解

除されても、延期された投資計画がすぐ戻るとは考えにくく、しばらくは低水準の受注が続くと思う。［窯業・

土石製品 沖縄］ 



主要ＤＩ時系列表

１．業況判断ＤＩ　（「好転」－「悪化」　前期比季節調整値）

１－(1) 全産業

2021年 2021年
7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月見通し

全産業 ▲ 17.1 ▲ 21.2 ▲ 24.4 ▲ 64.1 ▲ 34.1 ▲ 26.1 ▲ 29.5 ▲ 3.4 ▲ 20.0 9.5

　　　中規模 ▲ 13.4 ▲ 19.3 ▲ 23.9 ▲ 59.6 ▲ 30.3 ▲ 18.4 ▲ 21.2 ▲ 2.8 ▲ 12.1 9.1

　　　小規模 ▲ 17.9 ▲ 21.7 ▲ 24.7 ▲ 65.4 ▲ 35.1 ▲ 28.3 ▲ 31.8 ▲ 3.5 ▲ 22.3 9.5

　 製造業 ▲ 17.5 ▲ 22.6 ▲ 27.4 ▲ 65.9 ▲ 40.8 ▲ 29.2 ▲ 25.0 4.2 ▲ 16.0 9.0

　 非製造業 ▲ 16.9 ▲ 20.6 ▲ 23.5 ▲ 63.5 ▲ 32.1 ▲ 25.4 ▲ 31.2 ▲ 5.8 ▲ 21.4 9.8

１－(2) 製造業

2021年 2021年
7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月見通し

食料品 ▲ 16.3 ▲ 19.6 ▲ 23.5 ▲ 74.6 ▲ 26.7 ▲ 21.7 ▲ 31.6 ▲ 9.9 ▲ 5.9 25.7

繊維工業 ▲ 21.2 ▲ 24.4 ▲ 33.2 ▲ 72.5 ▲ 48.6 ▲ 44.0 ▲ 41.0 3.0 ▲ 26.1 14.9

木材・木製品 ▲ 21.7 ▲ 20.9 ▲ 28.9 ▲ 62.5 ▲ 47.6 ▲ 29.3 ▲ 30.9 ▲ 1.6 ▲ 20.2 10.7

家具・装備品 ▲ 3.1 ▲ 21.0 ▲ 28.2 ▲ 54.8 ▲ 28.3 ▲ 29.6 ▲ 27.8 1.8 ▲ 29.7 ▲ 1.9

パルプ・紙・紙加工品 2.1 ▲ 4.2 ▲ 17.4 ▲ 64.7 ▲ 32.9 ▲ 11.6 ▲ 9.9 1.7 ▲ 14.2 ▲ 4.3

印刷 ▲ 19.7 ▲ 26.1 ▲ 30.8 ▲ 74.2 ▲ 53.0 ▲ 51.1 ▲ 42.8 8.3 ▲ 33.8 9.0

化学 ▲ 11.8 ▲ 10.9 ▲ 16.3 ▲ 60.0 ▲ 36.3 ▲ 9.4 ▲ 6.6 2.8 ▲ 3.2 3.4

窯業・土石製品 ▲ 23.0 ▲ 20.8 ▲ 28.3 ▲ 62.3 ▲ 37.5 ▲ 20.3 ▲ 16.5 3.8 ▲ 25.2 ▲ 8.7

鉄鋼・非鉄金属 ▲ 23.0 ▲ 24.4 ▲ 30.0 ▲ 55.7 ▲ 31.2 ▲ 25.7 ▲ 2.2 23.5 ▲ 4.0 ▲ 1.8

金属製品 ▲ 12.1 ▲ 21.9 ▲ 26.5 ▲ 54.9 ▲ 45.1 ▲ 25.7 ▲ 15.6 10.1 ▲ 10.2 5.4

機械器具 ▲ 17.9 ▲ 27.1 ▲ 31.9 ▲ 62.1 ▲ 51.4 ▲ 35.5 ▲ 19.3 16.2 ▲ 11.2 8.1

電気・情報通信機械器
具・　電子部品

▲ 24.4 ▲ 27.5 ▲ 32.3 ▲ 55.1 ▲ 43.8 ▲ 21.8 ▲ 17.7 4.1 ▲ 18.8 ▲ 1.1

輸送用機械器具 ▲ 21.7 ▲ 31.0 ▲ 22.7 ▲ 68.8 ▲ 41.1 ▲ 16.6 ▲ 10.2 6.4 ▲ 10.8 ▲ 0.6

その他の製造業 ▲ 18.8 ▲ 19.5 ▲ 23.3 ▲ 64.6 ▲ 43.6 ▲ 29.9 ▲ 21.6 8.3 ▲ 18.1 3.5

１－(3) 非製造業

2021年 2021年
7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月見通し

建設業 ▲ 1.9 ▲ 5.6 ▲ 8.3 ▲ 33.5 ▲ 21.8 ▲ 17.1 ▲ 14.3 2.8 ▲ 19.9 ▲ 5.6

総合工事業 ▲ 2.1 ▲ 7.1 ▲ 8.4 ▲ 27.1 ▲ 18.3 ▲ 12.8 ▲ 11.2 1.6 ▲ 20.1 ▲ 8.9

職別・設備工事業 ▲ 1.7 ▲ 4.1 ▲ 8.2 ▲ 40.6 ▲ 26.1 ▲ 21.6 ▲ 17.4 4.2 ▲ 19.4 ▲ 2.0

卸売業 ▲ 17.7 ▲ 23.0 ▲ 28.5 ▲ 65.3 ▲ 37.4 ▲ 21.5 ▲ 27.7 ▲ 6.2 ▲ 16.1 11.6

小売業 ▲ 26.9 ▲ 32.9 ▲ 31.9 ▲ 68.5 ▲ 36.2 ▲ 31.4 ▲ 35.4 ▲ 4.0 ▲ 26.2 9.2

サービス業 ▲ 15.1 ▲ 17.6 ▲ 22.5 ▲ 71.6 ▲ 32.1 ▲ 25.3 ▲ 35.6 ▲ 10.3 ▲ 19.1 16.5

宿泊業 ▲ 22.1 ▲ 25.3 ▲ 39.6 ▲ 100.2 ▲ 44.3 ▲ 11.2 ▲ 53.2 ▲ 42.0 ▲ 9.6 43.6

飲食業 ▲ 19.6 ▲ 22.8 ▲ 26.3 ▲ 91.9 ▲ 32.2 ▲ 24.5 ▲ 51.3 ▲ 26.8 ▲ 19.7 31.6

対個人サービス業 ▲ 16.3 ▲ 19.0 ▲ 22.6 ▲ 68.4 ▲ 32.9 ▲ 30.1 ▲ 32.5 ▲ 2.4 ▲ 24.1 8.4

　対個人サービス業
　（生活関連） ▲ 16.2 ▲ 18.4 ▲ 21.3 ▲ 73.6 ▲ 34.2 ▲ 31.5 ▲ 36.6 ▲ 5.1 ▲ 23.4 13.2

　対個人サービス業
　（自動車整備その他） ▲ 16.7 ▲ 21.1 ▲ 26.3 ▲ 54.5 ▲ 29.2 ▲ 25.9 ▲ 20.9 5.0 ▲ 24.8 ▲ 3.9

対事業所サービス業 ▲ 7.8 ▲ 10.4 ▲ 13.4 ▲ 51.8 ▲ 28.2 ▲ 22.4 ▲ 23.7 ▲ 1.3 ▲ 14.7 9.0

　対事業所サービス業
　（運送・倉庫） ▲ 13.8 ▲ 16.2 ▲ 30.8 ▲ 69.2 ▲ 42.4 ▲ 30.9 ▲ 42.5 ▲ 11.6 ▲ 10.4 32.1

　対事業所サービス業
　（専門技術その他） ▲ 5.7 ▲ 8.5 ▲ 9.2 ▲ 46.8 ▲ 23.8 ▲ 19.6 ▲ 18.6 1.0 ▲ 16.3 2.3

情報通信・広告業 ▲ 2.7 ▲ 2.3 ▲ 6.7 ▲ 51.7 ▲ 22.8 ▲ 24.3 ▲ 22.5 1.8 ▲ 10.8 11.7

産　　業

産 業 ・ 業 種

業　　種

今期と
の差

今期と
の差

今期と
の差

前期差

前期差

前期差

2019年 2020年

2019年 2020年

2019年 2020年

１２



２．－(1) 売上額ＤＩ　（「増加」－「減少」　前期比季節調整値）

2021年
7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

全産業 ▲ 16.1 ▲ 22.2 ▲ 21.4 ▲ 67.4 ▲ 27.4 ▲ 23.7 ▲ 26.8 ▲ 3.1

　 製造業 ▲ 15.9 ▲ 22.3 ▲ 25.4 ▲ 66.5 ▲ 35.7 ▲ 26.3 ▲ 20.7 5.6

　 非製造業 ▲ 16.2 ▲ 21.9 ▲ 20.3 ▲ 67.6 ▲ 24.7 ▲ 22.8 ▲ 28.9 ▲ 6.1

　　　建設業 ▲ 3.3 ▲ 7.6 ▲ 7.2 ▲ 32.5 ▲ 24.1 ▲ 18.6 ▲ 14.3 4.3

　　　卸売業 ▲ 17.1 ▲ 25.8 ▲ 23.1 ▲ 65.6 ▲ 29.8 ▲ 16.4 ▲ 23.9 ▲ 7.5

　　　小売業 ▲ 25.6 ▲ 33.1 ▲ 29.1 ▲ 72.9 ▲ 27.4 ▲ 29.3 ▲ 32.6 ▲ 3.3

　　　サービス業 ▲ 14.1 ▲ 18.3 ▲ 18.4 ▲ 77.9 ▲ 22.4 ▲ 20.7 ▲ 32.8 ▲ 12.1

２．－(2) 売上単価・客単価ＤＩ　（「上昇」－「低下」　前期比季節調整値）

2021年

7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

全産業 ▲ 8.2 ▲ 8.1 ▲ 10.8 ▲ 36.3 ▲ 17.7 ▲ 16.3 ▲ 17.4 ▲ 1.1

　 製造業 ▲ 1.2 ▲ 1.1 ▲ 4.8 ▲ 18.3 ▲ 12.5 ▲ 10.4 ▲ 9.4 1.0

　 非製造業 ▲ 10.9 ▲ 11.1 ▲ 13.1 ▲ 43.4 ▲ 19.8 ▲ 18.7 ▲ 20.6 ▲ 1.9

　　　卸売業 1.8 ▲ 0.4 ▲ 3.3 ▲ 18.6 ▲ 8.5 ▲ 7.4 ▲ 3.5 3.9

　　　小売業 ▲ 19.7 ▲ 21.9 ▲ 22.1 ▲ 48.9 ▲ 25.0 ▲ 26.0 ▲ 24.8 1.2

　　　サービス業 ▲ 7.3 ▲ 3.8 ▲ 8.4 ▲ 43.9 ▲ 17.8 ▲ 15.2 ▲ 20.8 ▲ 5.6

２．－(3) 売上単価・客単価ＤＩ　（「上昇」－「低下」　前年同期比）

2021年 2021年

7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月見通し

全産業 ▲ 7.1 ▲ 6.1 ▲ 12.0 ▲ 34.9 ▲ 28.0 ▲ 22.8 ▲ 23.7 ▲ 0.9 ▲ 16.6 7.1

　 製造業 2.4 3.1 ▲ 3.5 ▲ 16.7 ▲ 16.5 ▲ 14.8 ▲ 11.5 3.3 ▲ 7.8 3.7

　 非製造業 ▲ 10.8 ▲ 9.8 ▲ 15.3 ▲ 42.0 ▲ 32.5 ▲ 25.9 ▲ 28.6 ▲ 2.7 ▲ 20.0 8.6

　　　卸売業 7.6 5.2 ▲ 2.6 ▲ 20.1 ▲ 14.7 ▲ 11.8 ▲ 8.4 3.4 ▲ 3.1 5.3

　　　小売業 ▲ 23.0 ▲ 24.3 ▲ 27.7 ▲ 48.4 ▲ 39.5 ▲ 33.0 ▲ 33.6 ▲ 0.6 ▲ 26.4 7.2

　　　サービス業 ▲ 4.9 ▲ 1.5 ▲ 8.3 ▲ 41.4 ▲ 30.5 ▲ 23.2 ▲ 28.5 ▲ 5.3 ▲ 18.3 10.2

３．原材料・商品仕入単価ＤＩ　（「上昇」－「低下」　前年同期比）

2021年 2021年

7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月見通し

全産業 34.5 39.2 30.6 8.1 13.0 13.2 15.6 2.4 15.3 ▲ 0.3

   製造業 43.6 42.8 32.5 14.8 15.7 17.9 26.6 8.7 27.0 0.4

　 非製造業 31.6 38.1 30.1 5.9 12.2 11.6 12.1 0.5 11.6 ▲ 0.5

　 　建設業 42.2 46.7 40.2 26.8 24.3 23.3 26.5 3.2 23.3 ▲ 3.2

　 　卸売業　 34.9 32.9 26.8 8.1 9.3 11.8 17.6 5.8 21.6 4.0

　　 小売業 23.1 29.7 20.9 ▲ 3.7 4.7 5.0 6.8 1.8 6.2 ▲ 0.6

　　 サービス業 33.4 42.4 33.7 4.6 13.8 11.9 9.1 ▲ 2.8 9.0 ▲ 0.1

４．在庫水準ＤＩ　（「過剰」－「不足」　今期の水準）

2021年

7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

全産業 7.0 6.8 7.9 14.9 11.0 8.3 8.0 ▲ 0.3

   製造業 4.1 2.3 4.4 13.9 10.2 6.2 5.7 ▲ 0.5

　 非製造業 9.1 10.3 10.5 15.6 11.5 9.8 9.8 0.0

　 　卸売業　 13.0 16.2 15.2 26.1 21.8 18.1 16.6 ▲ 1.5

　　 小売業 8.1 8.9 9.3 13.0 9.0 7.8 8.1 0.3

前期差

前期差

産　　業 前期差

前期差産　　業

産　　業

産　　業
2019年 2020年

2019年 2020年

2019年 2020年 今期と
の差

今期と
の差

産　　業 前期差

2019年 2020年

2019年 2020年

１３



５．採算（経常利益）ＤＩ　（「好転」－「悪化」　前年同期比）

2021年 2021年

7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月見通し

全産業 ▲ 21.9 ▲ 26.2 ▲ 32.9 ▲ 64.1 ▲ 55.4 ▲ 45.2 ▲ 43.8 1.4 ▲ 29.7 14.1

   製造業 ▲ 21.9 ▲ 26.8 ▲ 36.2 ▲ 65.9 ▲ 62.3 ▲ 51.9 ▲ 42.9 9.0 ▲ 26.6 16.3

　 非製造業 ▲ 21.9 ▲ 26.1 ▲ 31.8 ▲ 63.5 ▲ 53.3 ▲ 43.1 ▲ 44.0 ▲ 0.9 ▲ 30.7 13.3

　 　建設業 ▲ 9.0 ▲ 11.2 ▲ 15.2 ▲ 37.2 ▲ 32.9 ▲ 28.1 ▲ 22.7 5.4 ▲ 26.5 ▲ 3.8

　 　卸売業　 ▲ 20.6 ▲ 27.5 ▲ 35.4 ▲ 66.3 ▲ 59.6 ▲ 46.4 ▲ 39.4 7.0 ▲ 25.4 14.0

　　 小売業 ▲ 31.6 ▲ 36.4 ▲ 39.7 ▲ 67.3 ▲ 54.7 ▲ 44.6 ▲ 46.2 ▲ 1.6 ▲ 34.4 11.8

　　 サービス業 ▲ 19.9 ▲ 23.8 ▲ 31.7 ▲ 70.7 ▲ 59.0 ▲ 47.3 ▲ 51.8 ▲ 4.5 ▲ 30.6 21.2

６．資金繰りＤＩ　（「好転」－「悪化」　前期比季節調整値）

2019年
7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

全産業 ▲ 12.8 ▲ 14.1 ▲ 16.6 ▲ 48.3 ▲ 24.0 ▲ 19.0 ▲ 20.6 ▲ 1.6

   製造業 ▲ 12.0 ▲ 14.5 ▲ 18.0 ▲ 46.5 ▲ 27.2 ▲ 19.5 ▲ 17.4 2.1

   非製造業 ▲ 13.0 ▲ 14.0 ▲ 16.2 ▲ 48.9 ▲ 22.9 ▲ 18.8 ▲ 21.7 ▲ 2.9

　    建設業 ▲ 0.4 ▲ 3.0 ▲ 4.1 ▲ 23.1 ▲ 13.0 ▲ 10.7 ▲ 7.6 3.1

　    卸売業 ▲ 10.5 ▲ 11.0 ▲ 12.7 ▲ 40.3 ▲ 19.6 ▲ 10.9 ▲ 11.6 ▲ 0.7

　    小売業 ▲ 20.8 ▲ 22.0 ▲ 23.4 ▲ 53.7 ▲ 25.8 ▲ 22.3 ▲ 24.3 ▲ 2.0

　    サービス業 ▲ 12.5 ▲ 12.9 ▲ 15.8 ▲ 57.0 ▲ 25.4 ▲ 21.2 ▲ 27.2 ▲ 6.0

７．借入難易度　（「容易」－「困難」　前期比季節調整値）

2021年 2021年
7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月見通し

全産業 ▲ 2.6 ▲ 2.9 ▲ 4.6 ▲ 3.9 ▲ 1.7 ▲ 2.2 ▲ 2.9 ▲ 0.7 ▲ 6.4 ▲ 3.5

▲ 0.8 ▲ 1.2 ▲ 2.4 ▲ 4.3 ▲ 2.4 ▲ 1.9 ▲ 2.5 ▲ 0.6 ▲ 4.8 ▲ 2.3

   製造業 0.0 ▲ 0.8 ▲ 2.1 1.0 1.2 0.2 ▲ 0.4 ▲ 0.6 ▲ 3.4 ▲ 3.0

1.9 1.4 0.5 1.0 1.2 1.0 0.5 ▲ 0.5 ▲ 1.7 ▲ 2.2

   非製造業 ▲ 3.5 ▲ 3.7 ▲ 5.3 ▲ 5.5 ▲ 2.7 ▲ 3.0 ▲ 3.8 ▲ 0.8 ▲ 7.3 ▲ 3.5

▲ 1.7 ▲ 2.0 ▲ 3.5 ▲ 6.1 ▲ 3.7 ▲ 2.9 ▲ 3.6 ▲ 0.7 ▲ 5.8 ▲ 2.2

　    建設業 5.5 5.7 4.7 5.3 7.1 5.7 5.6 ▲ 0.1 1.2 ▲ 4.4

7.1 6.8 6.9 4.7 5.0 5.7 5.8 0.1 2.9 ▲ 2.9

　    卸売業 0.8 ▲ 1.4 ▲ 2.1 3.3 5.5 2.9 4.3 1.4 0.9 ▲ 3.4

2.2 0.5 ▲ 0.1 1.8 2.9 2.9 4.4 1.5 2.0 ▲ 2.4

　    小売業 ▲ 8.1 ▲ 8.9 ▲ 10.7 ▲ 9.7 ▲ 5.7 ▲ 5.5 ▲ 6.0 ▲ 0.5 ▲ 10.7 ▲ 4.7

▲ 6.1 ▲ 6.8 ▲ 8.9 ▲ 10.2 ▲ 6.5 ▲ 5.3 ▲ 6.3 ▲ 1.0 ▲ 9.6 ▲ 3.3

　    サービス業 ▲ 4.5 ▲ 4.7 ▲ 6.0 ▲ 8.8 ▲ 6.1 ▲ 5.9 ▲ 7.7 ▲ 1.8 ▲ 9.8 ▲ 2.1

▲ 3.3 ▲ 3.0 ▲ 4.6 ▲ 9.6 ▲ 7.1 ▲ 6.1 ▲ 6.8 ▲ 0.7 ▲ 8.4 ▲ 1.6

８．従業員数ＤＩ　（「増加」－「減少」　前年同期比）
2021年 2021年

7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月見通し

全産業 ▲ 4.6 ▲ 4.1 ▲ 6.4 ▲ 10.0 ▲ 10.2 ▲ 8.4 ▲ 9.5 ▲ 1.1 ▲ 5.4 4.1

   製造業 ▲ 3.4 ▲ 2.6 ▲ 7.1 ▲ 9.4 ▲ 12.3 ▲ 11.9 ▲ 11.1 0.8 ▲ 5.2 5.9

   非製造業 ▲ 5.0 ▲ 4.6 ▲ 6.2 ▲ 10.2 ▲ 9.4 ▲ 7.2 ▲ 8.9 ▲ 1.7 ▲ 5.5 3.4

　    建設業 ▲ 2.6 ▲ 2.3 ▲ 4.3 ▲ 2.9 ▲ 4.4 ▲ 3.5 ▲ 3.9 ▲ 0.4 ▲ 2.2 1.7

　    卸売業 ▲ 3.9 ▲ 3.4 ▲ 4.4 ▲ 6.8 ▲ 7.0 ▲ 5.8 ▲ 7.6 ▲ 1.8 ▲ 1.6 6.0

　    小売業 ▲ 6.1 ▲ 5.3 ▲ 6.5 ▲ 8.2 ▲ 7.2 ▲ 4.9 ▲ 7.0 ▲ 2.1 ▲ 5.9 1.1

　    サービス業 ▲ 5.6 ▲ 5.3 ▲ 7.1 ▲ 15.5 ▲ 13.6 ▲ 10.8 ▲ 12.6 ▲ 1.8 ▲ 7.4 5.2

2020年

2019年 2020年

2019年 2020年

１４

産　　業 前期差

前期差産　　業

前期差

前期差

今期と
の差

今期と
の差

今期と
の差

産　　業

産　　業

（上段：長期資金、下段：短期資金）

2019年



９．従業員数過不足ＤＩ　（「過剰」－「不足」　今期の水準）

2021年
7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

▲ 21.7 ▲ 21.4 ▲ 18.1 ▲ 1.1 ▲ 6.6 ▲ 10.9 ▲ 9.8 1.1

▲ 17.5 ▲ 15.7 ▲ 11.9 10.8 5.2 0.2 ▲ 3.7 ▲ 3.9

▲ 23.2 ▲ 23.3 ▲ 20.2 ▲ 5.1 ▲ 10.5 ▲ 14.6 ▲ 11.8 2.8

▲ 42.3 ▲ 41.5 ▲ 37.6 ▲ 24.3 ▲ 28.8 ▲ 33.3 ▲ 31.2 2.1

▲ 16.0 ▲ 17.8 ▲ 13.6 5.4 1.1 ▲ 1.2 ▲ 1.6 ▲ 0.4

▲ 11.9 ▲ 12.0 ▲ 11.2 ▲ 2.5 ▲ 6.2 ▲ 8.2 ▲ 6.8 1.4

▲ 25.0 ▲ 25.0 ▲ 20.7 ▲ 1.1 ▲ 8.4 ▲ 14.3 ▲ 9.2 5.1

１０．設備投資動向

2021年 来期計画
7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月

19.6 19.4 16.1 14.8 18.5 19.7 17.2 17.7 0.5

22.7 23.3 19.2 17.8 19.8 21.1 19.3 21.7 2.4

23.4 21.6 20.9 21.0 22.2 23.0 21.7 19.9 ▲ 1.8

22.1 21.5 20.3 16.7 20.0 21.1 19.3 19.3 0.0

13.9 13.6 10.3 9.2 14.3 15.1 12.2 12.9 0.7

19.4 19.5 15.6 13.9 18.9 20.7 17.2 17.1 ▲ 0.1

１１．生産設備過不足ＤＩ　（「過剰」－「不足」　今期の水準）

2021年
7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

▲ 3.9 ▲ 3.2 ▲ 1.1 8.2 7.3 4.8 1.1 ▲ 3.7

需要の停滞　　　　 生産設備の不足・老 製品ニ―ズの変化へ 原材料価格の上昇　 従業員の確保難　　

　　　　　　　　　 朽化　　　　　　　 の対応　　　　　　 　　　　　　　　　 　　　　　　　　　

製造業 40.0 　 10.1 　 9.3 　 7.5 　 6.1 　

前期 1位 43.8 　 2位 9.3 　 3位 8.5 　 7位 4.1 　 4位 5.3 　

前々期 1位 47.5 　 2位 7.7 　 3位 7.4 　 6位 3.7 　 4位 4.8 　

従業員の確保難　　 民間需要の停滞　　 熟練技術者の確保難 官公需要の停滞　　 請負単価の低下・上

　　　　　　　　　 　　　　　　　　　 　　　　　　　　　 　　　　　　　　　 昇難　　　　　　　

建設業 20.9 　 18.7 　 12.0 　 11.5 　 6.3 　

前期 1位 21.8 　 2位 20.8 　 4位 9.9 　 3位 10.2 　 6位 5.7 　

前々期 2位 20.0 　 1位 21.6 　 3位 10.5 　 4位 10.2 　 6位 5.4 　

需要の停滞　　　　 販売単価の低下・上 仕入単価の上昇　　 大企業の進出による 従業員の確保難　　

　　　　　　　　　 昇難　　　　　　　 　　　　　　　　　 競争の激化　　　　 　　　　　　　　　

卸売業 50.1 　 5.8 　 5.2 　 4.6 　 4.6 　

前期 1位 48.0 　 2位 7.4 　 6位 4.1 　 3位 5.2 　 4位 5.2 　

前々期 1位 50.8 　 2位 5.6 　 6位 3.7 　 3位 4.7 　 5位 4.0 　

需要の停滞　　　　 消費者ニーズの変化 大・中型店の進出に 購買力の他地域への 販売単価の低下・上

　　　　　　　　　 への対応　　　　　 よる競争の激化　　 流出　　　　　　　 昇難　　　　　　　

小売業 27.2 　 17.3 　 10.0 　 9.2 　 4.2 　

前期 1位 26.6 　 2位 17.0 　 3位 11.7 　 4位 9.1 　 5位 4.1 　

前々期 1位 29.5 　 2位 14.7 　 3位 9.0 　 4位 7.8 　 5位 4.0 　

需要の停滞　　　　 利用者ニーズの変化 従業員の確保難　　 店舗施設の狭隘・老 利用料金の低下・上

　　　　　　　　　 への対応　　　　　 　　　　　　　　　 朽化　　　　　　　 昇難　　　　　　　

サービス業 32.4 　 17.9 　 6.9 　 6.1 　 4.2 　

前期 1位 30.6 　 2位 18.3 　 3位 8.4 　 4位 6.7 　 5位 4.3 　

前々期 1位 32.8 　 2位 16.5 　 3位 6.2 　 4位 5.9 　 5位 4.2 　

前期差

今期との
差

設備投資実施企業割合（実施企業／回答企業×100）　単位：％

2019年 2020年
産　　業

全産業

   製造業

   非製造業

　    サービス業

   製造業

　    卸売業

全産業

　    建設業

　    卸売業

　    小売業

　    サービス業

前期差

産　　業

産　　業

　    小売業

　    建設業

2019年 2020年

2019年 2020年

5位（％）

今期直面している経営上の問題点(構成比）

 製　造　業

１２．経営上の問題点

2位（％） 3位（％） 4位（％）1位（％）

１５



前期比（季節調整値）

2021年

7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

製 造 業 ▲ 8.1 ▲ 9.7 ▲ 7.5 ▲ 7.1 ▲ 5.4 ▲ 0.5 ▲ 23.1 ▲ 62.9 ▲ 28.9 ▲ 22.7 ▲ 21.7 1.0

建 設 業 ▲ 4.4 ▲ 1.5 ▲ 8.9 4.1 ▲ 5.7 ▲ 6.5 ▲ 12.3 ▲ 30.6 ▲ 19.0 ▲ 10.5 ▲ 15.9 ▲ 5.4

卸 売 業 ▲ 9.4 ▲ 14.8 ▲ 6.0 ▲ 11.1 ▲ 16.3 ▲ 20.5 ▲ 21.2 ▲ 64.8 ▲ 48.0 ▲ 28.1 ▲ 27.1 1.0

小 売 業 ▲ 24.5 ▲ 27.0 ▲ 25.8 ▲ 22.5 ▲ 19.0 ▲ 26.8 ▲ 29.1 ▲ 62.4 ▲ 34.9 ▲ 30.1 ▲ 28.1 2.0

サ ー ビ ス 業 ▲ 20.8 ▲ 22.3 ▲ 14.5 ▲ 15.1 ▲ 13.8 ▲ 16.2 ▲ 28.0 ▲ 64.4 ▲ 33.6 ▲ 32.3 ▲ 42.4 ▲ 10.1

全 産 業 ▲ 14.5 ▲ 16.5 ▲ 13.4 ▲ 11.1 ▲ 11.7 ▲ 14.1 ▲ 23.6 ▲ 58.2 ▲ 31.2 ▲ 25.9 ▲ 28.0 ▲ 2.1

製 造 業 ▲ 15.8 ▲ 14.4 ▲ 18.2 ▲ 20.9 ▲ 21.5 ▲ 26.4 ▲ 28.4 ▲ 66.5 ▲ 42.3 ▲ 32.5 ▲ 34.4 ▲ 1.9

建 設 業 ▲ 13.0 ▲ 10.1 ▲ 11.6 ▲ 8.0 ▲ 15.1 ▲ 4.6 ▲ 10.4 ▲ 38.7 ▲ 27.1 ▲ 18.0 ▲ 9.1 8.9

卸 売 業 ▲ 12.2 ▲ 6.7 ▲ 14.8 ▲ 19.3 ▲ 18.4 ▲ 24.2 ▲ 24.6 ▲ 62.5 ▲ 33.0 ▲ 11.9 ▲ 26.6 ▲ 14.7

小 売 業 ▲ 28.2 ▲ 28.2 ▲ 30.6 ▲ 30.5 ▲ 34.0 ▲ 39.3 ▲ 40.5 ▲ 67.2 ▲ 42.1 ▲ 37.4 ▲ 39.7 ▲ 2.3

サ ー ビ ス 業 ▲ 20.5 ▲ 18.0 ▲ 15.4 ▲ 17.8 ▲ 18.6 ▲ 17.9 ▲ 25.5 ▲ 70.1 ▲ 34.6 ▲ 29.9 ▲ 38.0 ▲ 8.1

全 産 業 ▲ 19.2 ▲ 18.5 ▲ 19.6 ▲ 20.8 ▲ 21.9 ▲ 24.2 ▲ 28.0 ▲ 64.5 ▲ 37.1 ▲ 29.8 ▲ 33.0 ▲ 3.2

製 造 業 ▲ 8.4 ▲ 9.3 ▲ 15.7 ▲ 16.0 ▲ 20.0 ▲ 25.4 ▲ 27.4 ▲ 63.2 ▲ 44.9 ▲ 30.8 ▲ 21.6 9.2

建 設 業 ▲ 4.7 ▲ 3.0 ▲ 1.8 ▲ 1.5 3.4 ▲ 5.4 ▲ 6.1 ▲ 33.3 ▲ 21.9 ▲ 18.4 ▲ 15.6 2.8

卸 売 業 ▲ 7.8 ▲ 5.4 ▲ 17.6 ▲ 10.9 ▲ 15.5 ▲ 21.6 ▲ 23.0 ▲ 63.1 ▲ 40.3 ▲ 28.7 ▲ 28.2 0.5

小 売 業 ▲ 26.0 ▲ 24.0 ▲ 27.4 ▲ 25.9 ▲ 29.7 ▲ 35.5 ▲ 35.1 ▲ 68.9 ▲ 37.8 ▲ 30.6 ▲ 37.7 ▲ 7.1

サ ー ビ ス 業 ▲ 13.8 ▲ 12.3 ▲ 13.2 ▲ 15.6 ▲ 14.1 ▲ 18.1 ▲ 22.2 ▲ 73.3 ▲ 32.6 ▲ 24.4 ▲ 37.5 ▲ 13.1

全 産 業 ▲ 13.8 ▲ 12.7 ▲ 15.6 ▲ 16.2 ▲ 17.0 ▲ 22.5 ▲ 24.0 ▲ 64.3 ▲ 36.0 ▲ 26.8 ▲ 30.6 ▲ 3.8

製 造 業 ▲ 7.0 ▲ 5.7 ▲ 12.6 ▲ 15.0 ▲ 19.2 ▲ 26.4 ▲ 30.1 ▲ 71.3 ▲ 44.1 ▲ 29.2 ▲ 27.3 1.9

建 設 業 ▲ 10.0 ▲ 5.2 ▲ 6.5 ▲ 8.3 ▲ 1.9 ▲ 6.9 ▲ 13.8 ▲ 39.8 ▲ 29.9 ▲ 27.2 ▲ 22.5 4.7

卸 売 業 ▲ 17.6 ▲ 15.1 ▲ 14.7 ▲ 15.5 ▲ 21.3 ▲ 25.6 ▲ 42.0 ▲ 67.3 ▲ 35.7 ▲ 25.6 ▲ 32.6 ▲ 7.0

小 売 業 ▲ 26.2 ▲ 21.3 ▲ 21.6 ▲ 23.6 ▲ 25.2 ▲ 30.0 ▲ 31.4 ▲ 69.7 ▲ 33.8 ▲ 29.5 ▲ 35.4 ▲ 5.9

サ ー ビ ス 業 ▲ 14.7 ▲ 12.9 ▲ 11.4 ▲ 16.4 ▲ 18.9 ▲ 22.6 ▲ 23.4 ▲ 77.6 ▲ 32.9 ▲ 25.7 ▲ 36.1 ▲ 10.4

全 産 業 ▲ 14.9 ▲ 12.2 ▲ 13.7 ▲ 16.7 ▲ 18.4 ▲ 23.7 ▲ 27.1 ▲ 68.7 ▲ 35.9 ▲ 27.5 ▲ 31.4 ▲ 3.9

製 造 業 ▲ 6.0 ▲ 8.1 ▲ 7.5 ▲ 11.4 ▲ 13.8 ▲ 20.6 ▲ 32.1 ▲ 69.8 ▲ 41.8 ▲ 30.6 ▲ 25.4 5.2

建 設 業 ▲ 10.7 ▲ 0.7 ▲ 4.7 ▲ 3.7 1.3 ▲ 7.8 ▲ 12.7 ▲ 36.8 ▲ 17.6 ▲ 17.0 ▲ 15.6 1.4

卸 売 業 ▲ 10.0 ▲ 9.8 ▲ 11.6 ▲ 19.2 ▲ 20.3 ▲ 21.0 ▲ 31.5 ▲ 66.0 ▲ 38.9 ▲ 11.5 ▲ 32.6 ▲ 21.1

小 売 業 ▲ 24.8 ▲ 22.6 ▲ 23.9 ▲ 26.8 ▲ 26.0 ▲ 32.7 ▲ 31.3 ▲ 69.0 ▲ 33.9 ▲ 31.2 ▲ 36.9 ▲ 5.7

サ ー ビ ス 業 ▲ 16.5 ▲ 12.0 ▲ 11.4 ▲ 11.7 ▲ 15.9 ▲ 20.1 ▲ 24.1 ▲ 73.2 ▲ 30.8 ▲ 27.1 ▲ 33.1 ▲ 6.0

全 産 業 ▲ 14.0 ▲ 11.9 ▲ 12.3 ▲ 14.7 ▲ 15.7 ▲ 21.6 ▲ 26.9 ▲ 66.2 ▲ 33.3 ▲ 26.5 ▲ 29.3 ▲ 2.8

製 造 業 ▲ 14.5 ▲ 12.8 ▲ 15.8 ▲ 14.6 ▲ 19.1 ▲ 22.2 ▲ 25.4 ▲ 61.9 ▲ 36.1 ▲ 22.6 ▲ 26.8 ▲ 4.2

建 設 業 ▲ 9.9 ▲ 1.9 ▲ 1.8 ▲ 1.0 ▲ 2.6 ▲ 8.0 ▲ 4.9 ▲ 22.0 ▲ 16.9 ▲ 17.8 ▲ 16.4 1.4

卸 売 業 ▲ 18.6 ▲ 13.1 ▲ 16.0 ▲ 12.1 ▲ 17.7 ▲ 23.2 ▲ 27.8 ▲ 61.9 ▲ 26.4 ▲ 15.1 ▲ 20.2 ▲ 5.1

小 売 業 ▲ 25.9 ▲ 20.2 ▲ 22.8 ▲ 20.9 ▲ 26.7 ▲ 32.8 ▲ 26.8 ▲ 65.8 ▲ 30.6 ▲ 29.0 ▲ 30.4 ▲ 1.4

サ ー ビ ス 業 ▲ 15.7 ▲ 13.0 ▲ 9.7 ▲ 11.3 ▲ 14.2 ▲ 12.1 ▲ 17.2 ▲ 71.2 ▲ 20.4 ▲ 19.5 ▲ 26.1 ▲ 6.6

全 産 業 ▲ 17.9 ▲ 12.9 ▲ 14.0 ▲ 12.9 ▲ 17.5 ▲ 19.5 ▲ 20.8 ▲ 60.0 ▲ 26.7 ▲ 22.2 ▲ 25.6 ▲ 3.4

製 造 業 ▲ 21.1 ▲ 17.9 ▲ 15.1 ▲ 17.4 ▲ 16.1 ▲ 18.7 ▲ 29.2 ▲ 61.7 ▲ 36.7 ▲ 32.3 ▲ 26.2 6.1

建 設 業 ▲ 4.3 ▲ 3.8 2.2 5.3 3.1 ▲ 8.5 ▲ 5.9 ▲ 26.7 ▲ 16.0 ▲ 15.3 ▲ 16.8 ▲ 1.5

卸 売 業 ▲ 19.1 ▲ 6.1 ▲ 15.6 ▲ 18.4 ▲ 9.4 ▲ 21.4 ▲ 27.6 ▲ 78.1 ▲ 28.6 ▲ 17.2 ▲ 27.8 ▲ 10.6

小 売 業 ▲ 33.7 ▲ 25.9 ▲ 25.3 ▲ 32.4 ▲ 29.5 ▲ 32.5 ▲ 34.8 ▲ 78.2 ▲ 39.2 ▲ 39.7 ▲ 34.4 5.3

サ ー ビ ス 業 ▲ 20.3 ▲ 20.3 ▲ 16.7 ▲ 19.6 ▲ 16.4 ▲ 18.9 ▲ 24.6 ▲ 68.7 ▲ 32.9 ▲ 19.8 ▲ 31.4 ▲ 11.6

全 産 業 ▲ 21.6 ▲ 18.0 ▲ 15.9 ▲ 19.6 ▲ 16.5 ▲ 20.9 ▲ 25.9 ▲ 65.1 ▲ 33.2 ▲ 27.2 ▲ 28.8 ▲ 1.6

製 造 業 ▲ 12.1 ▲ 12.1 ▲ 18.0 ▲ 12.1 ▲ 14.9 ▲ 18.8 ▲ 22.0 ▲ 66.7 ▲ 35.8 ▲ 27.0 ▲ 21.6 5.4

建 設 業 2.5 1.9 ▲ 1.5 4.5 ▲ 0.9 ▲ 5.3 ▲ 6.2 ▲ 29.8 ▲ 24.0 ▲ 7.8 ▲ 7.4 0.4

卸 売 業 ▲ 7.9 ▲ 9.9 ▲ 17.3 ▲ 10.0 ▲ 21.9 ▲ 29.6 ▲ 26.8 ▲ 60.9 ▲ 42.2 ▲ 25.8 ▲ 25.7 0.1

小 売 業 ▲ 25.3 ▲ 23.3 ▲ 22.2 ▲ 20.2 ▲ 20.7 ▲ 26.3 ▲ 27.1 ▲ 64.8 ▲ 35.1 ▲ 26.7 ▲ 33.1 ▲ 6.4

サ ー ビ ス 業 ▲ 10.7 ▲ 12.6 ▲ 9.9 ▲ 9.5 ▲ 11.5 ▲ 11.9 ▲ 18.9 ▲ 67.6 ▲ 35.7 ▲ 25.3 ▲ 37.7 ▲ 12.4

全 産 業 ▲ 12.8 ▲ 13.1 ▲ 14.0 ▲ 11.1 ▲ 13.9 ▲ 17.2 ▲ 20.2 ▲ 61.4 ▲ 34.3 ▲ 23.8 ▲ 28.7 ▲ 4.9

前期差局・産業

１３．業況判断ＤＩ（経済産業局別）
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道

2018年 2019年 2020年
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関
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州
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（１）全産業 前期比（季節調整値）

2021年

7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

▲ 15.6 ▲ 13.7 ▲ 14.8 ▲ 15.4 ▲ 17.1 ▲ 21.2 ▲ 24.4 ▲ 64.1 ▲ 34.1 ▲ 26.1 ▲ 29.5 ▲ 3.4

▲ 14.5 ▲ 16.5 ▲ 13.4 ▲ 11.1 ▲ 11.7 ▲ 14.1 ▲ 23.6 ▲ 58.2 ▲ 31.2 ▲ 25.9 ▲ 28.0 ▲ 2.1

▲ 14.8 ▲ 16.0 ▲ 13.5 ▲ 12.8 ▲ 12.0 ▲ 16.6 ▲ 25.6 ▲ 64.8 ▲ 36.6 ▲ 27.3 ▲ 26.5 0.8

▲ 14.9 ▲ 18.0 ▲ 12.0 ▲ 11.2 ▲ 7.8 ▲ 9.2 ▲ 22.0 ▲ 38.7 ▲ 11.5 ▲ 17.7 ▲ 22.5 ▲ 4.8

十勝･釧路･根室 ▲ 12.6 ▲ 16.2 ▲ 13.0 ▲ 6.9 ▲ 14.0 ▲ 9.9 ▲ 18.1 ▲ 53.1 ▲ 31.5 ▲ 26.9 ▲ 36.2 ▲ 9.3

東　北 ▲ 19.2 ▲ 18.5 ▲ 19.6 ▲ 20.8 ▲ 21.9 ▲ 24.2 ▲ 28.0 ▲ 64.5 ▲ 37.1 ▲ 29.8 ▲ 33.0 ▲ 3.2

青森県 ▲ 13.2 ▲ 15.1 ▲ 17.0 ▲ 17.8 ▲ 21.2 ▲ 21.7 ▲ 26.4 ▲ 58.1 ▲ 37.1 ▲ 34.9 ▲ 32.5 2.4

岩手県 ▲ 16.2 ▲ 14.3 ▲ 16.7 ▲ 16.8 ▲ 22.5 ▲ 26.0 ▲ 27.4 ▲ 63.2 ▲ 39.2 ▲ 24.4 ▲ 32.6 ▲ 8.2

宮城県 ▲ 21.5 ▲ 21.0 ▲ 22.5 ▲ 27.1 ▲ 26.6 ▲ 20.5 ▲ 30.8 ▲ 73.2 ▲ 34.0 ▲ 27.5 ▲ 32.4 ▲ 4.9

秋田県 ▲ 22.4 ▲ 22.4 ▲ 21.1 ▲ 21.5 ▲ 23.3 ▲ 24.8 ▲ 28.9 ▲ 49.8 ▲ 34.3 ▲ 23.6 ▲ 33.5 ▲ 9.9

山形県 ▲ 14.3 ▲ 12.1 ▲ 14.0 ▲ 19.6 ▲ 16.2 ▲ 19.0 ▲ 23.7 ▲ 72.4 ▲ 39.9 ▲ 35.6 ▲ 32.0 3.6

福島県 ▲ 28.7 ▲ 19.9 ▲ 24.1 ▲ 21.6 ▲ 25.7 ▲ 27.0 ▲ 29.6 ▲ 70.7 ▲ 38.5 ▲ 32.8 ▲ 35.7 ▲ 2.9

関　東 ▲ 13.8 ▲ 12.7 ▲ 15.6 ▲ 16.2 ▲ 17.0 ▲ 22.5 ▲ 24.0 ▲ 64.3 ▲ 36.0 ▲ 26.8 ▲ 30.6 ▲ 3.8

茨城県 ▲ 18.2 ▲ 14.8 ▲ 18.5 ▲ 18.9 ▲ 22.0 ▲ 23.9 ▲ 23.4 ▲ 60.6 ▲ 41.8 ▲ 35.6 ▲ 32.7 2.9

栃木県 ▲ 17.1 ▲ 14.8 ▲ 16.1 ▲ 15.8 ▲ 14.9 ▲ 25.3 ▲ 24.4 ▲ 63.4 ▲ 41.6 ▲ 35.2 ▲ 42.7 ▲ 7.5

群馬県 ▲ 9.8 ▲ 10.3 ▲ 9.5 ▲ 11.6 ▲ 16.5 ▲ 18.7 ▲ 21.5 ▲ 61.4 ▲ 38.9 ▲ 20.9 ▲ 27.0 ▲ 6.1

埼玉県 ▲ 15.6 ▲ 12.5 ▲ 14.0 ▲ 13.0 ▲ 14.5 ▲ 17.4 ▲ 24.3 ▲ 66.1 ▲ 25.3 ▲ 27.2 ▲ 24.1 3.1

千葉県 ▲ 13.4 ▲ 12.1 ▲ 20.1 ▲ 17.9 ▲ 18.0 ▲ 23.4 ▲ 22.7 ▲ 59.9 ▲ 32.2 ▲ 26.1 ▲ 31.1 ▲ 5.0

東京都 ▲ 5.7 ▲ 7.4 ▲ 10.4 ▲ 12.6 ▲ 10.2 ▲ 15.8 ▲ 19.8 ▲ 67.8 ▲ 36.9 ▲ 27.7 ▲ 32.4 ▲ 4.7

神奈川県 ▲ 9.3 ▲ 13.3 ▲ 11.1 ▲ 16.6 ▲ 16.5 ▲ 19.1 ▲ 17.8 ▲ 59.2 ▲ 28.1 ▲ 23.8 ▲ 30.1 ▲ 6.3

新潟県 ▲ 22.5 ▲ 16.3 ▲ 19.6 ▲ 20.7 ▲ 19.7 ▲ 29.0 ▲ 29.1 ▲ 65.6 ▲ 39.4 ▲ 28.6 ▲ 30.6 ▲ 2.0

山梨県 ▲ 24.8 ▲ 24.8 ▲ 26.6 ▲ 23.8 ▲ 29.6 ▲ 29.8 ▲ 30.4 ▲ 66.3 ▲ 37.7 ▲ 19.6 ▲ 25.6 ▲ 6.0

長野県 ▲ 13.4 ▲ 9.9 ▲ 21.3 ▲ 17.1 ▲ 18.5 ▲ 27.2 ▲ 31.4 ▲ 66.5 ▲ 43.5 ▲ 29.7 ▲ 31.7 ▲ 2.0

静岡県 ▲ 11.0 ▲ 10.1 ▲ 12.8 ▲ 8.0 ▲ 16.7 ▲ 21.4 ▲ 25.9 ▲ 62.9 ▲ 31.1 ▲ 21.0 ▲ 26.7 ▲ 5.7

中　部 ▲ 14.9 ▲ 12.2 ▲ 13.7 ▲ 16.7 ▲ 18.4 ▲ 23.7 ▲ 27.1 ▲ 68.7 ▲ 35.9 ▲ 27.5 ▲ 31.4 ▲ 3.9

富山県 ▲ 10.1 ▲ 8.1 ▲ 11.3 ▲ 19.9 ▲ 15.8 ▲ 26.1 ▲ 25.4 ▲ 66.4 ▲ 40.7 ▲ 30.1 ▲ 25.4 4.7

石川県 ▲ 13.5 ▲ 13.5 ▲ 13.8 ▲ 17.3 ▲ 20.3 ▲ 19.1 ▲ 18.9 ▲ 75.3 ▲ 37.3 ▲ 20.5 ▲ 26.2 ▲ 5.7

岐阜県 ▲ 16.2 ▲ 12.3 ▲ 12.6 ▲ 15.9 ▲ 18.1 ▲ 23.9 ▲ 30.8 ▲ 70.4 ▲ 32.7 ▲ 28.3 ▲ 33.0 ▲ 4.7

愛知県 ▲ 13.6 ▲ 13.3 ▲ 14.4 ▲ 14.1 ▲ 16.8 ▲ 24.0 ▲ 26.9 ▲ 70.2 ▲ 34.5 ▲ 28.5 ▲ 31.6 ▲ 3.1

三重県 ▲ 18.9 ▲ 12.7 ▲ 15.9 ▲ 18.9 ▲ 20.8 ▲ 23.9 ▲ 28.9 ▲ 63.6 ▲ 36.7 ▲ 28.2 ▲ 37.0 ▲ 8.8

近　畿 ▲ 14.0 ▲ 11.9 ▲ 12.3 ▲ 14.7 ▲ 15.7 ▲ 21.6 ▲ 26.9 ▲ 66.2 ▲ 33.3 ▲ 26.5 ▲ 29.3 ▲ 2.8

福井県 ▲ 14.0 ▲ 8.9 ▲ 6.5 ▲ 12.7 ▲ 12.3 ▲ 22.2 ▲ 22.0 ▲ 74.0 ▲ 34.7 ▲ 22.2 ▲ 27.2 ▲ 5.0

滋賀県 ▲ 17.2 ▲ 13.9 ▲ 13.1 ▲ 14.7 ▲ 15.6 ▲ 21.7 ▲ 32.0 ▲ 64.2 ▲ 36.3 ▲ 25.9 ▲ 27.5 ▲ 1.6

京都府 ▲ 11.0 ▲ 9.9 ▲ 8.2 ▲ 14.5 ▲ 14.0 ▲ 21.1 ▲ 27.4 ▲ 68.7 ▲ 27.2 ▲ 29.0 ▲ 29.0 0.0

大阪府 ▲ 16.1 ▲ 12.5 ▲ 13.9 ▲ 15.6 ▲ 17.6 ▲ 23.0 ▲ 30.5 ▲ 67.5 ▲ 38.7 ▲ 29.2 ▲ 33.4 ▲ 4.2

兵庫県 ▲ 12.9 ▲ 11.7 ▲ 14.2 ▲ 11.2 ▲ 11.2 ▲ 18.8 ▲ 21.6 ▲ 66.9 ▲ 37.7 ▲ 22.6 ▲ 26.0 ▲ 3.4

奈良県 ▲ 12.9 ▲ 14.6 ▲ 17.5 ▲ 17.5 ▲ 21.0 ▲ 23.8 ▲ 24.8 ▲ 60.3 ▲ 24.5 ▲ 26.4 ▲ 26.7 ▲ 0.3

和歌山県 ▲ 13.1 ▲ 11.6 ▲ 10.8 ▲ 12.7 ▲ 19.2 ▲ 20.7 ▲ 31.2 ▲ 58.0 ▲ 27.3 ▲ 25.7 ▲ 31.1 ▲ 5.4

中　国 ▲ 17.9 ▲ 12.9 ▲ 14.0 ▲ 12.9 ▲ 17.5 ▲ 19.5 ▲ 20.8 ▲ 60.0 ▲ 26.7 ▲ 22.2 ▲ 25.6 ▲ 3.4

鳥取県 ▲ 18.2 ▲ 15.4 ▲ 9.6 ▲ 9.9 ▲ 17.2 ▲ 16.8 ▲ 16.6 ▲ 67.8 ▲ 29.5 ▲ 19.4 ▲ 31.2 ▲ 11.8

島根県 ▲ 17.7 ▲ 15.4 ▲ 16.4 ▲ 13.9 ▲ 17.1 ▲ 23.3 ▲ 27.0 ▲ 65.7 ▲ 31.2 ▲ 19.4 ▲ 25.9 ▲ 6.5

岡山県 ▲ 19.1 ▲ 12.4 ▲ 15.2 ▲ 14.7 ▲ 17.3 ▲ 20.7 ▲ 18.3 ▲ 57.1 ▲ 29.7 ▲ 22.7 ▲ 25.2 ▲ 2.5

広島県 ▲ 16.5 ▲ 7.5 ▲ 10.3 ▲ 11.1 ▲ 13.6 ▲ 16.7 ▲ 20.2 ▲ 57.2 ▲ 17.9 ▲ 22.9 ▲ 21.9 1.0

山口県 ▲ 17.6 ▲ 16.6 ▲ 18.2 ▲ 13.3 ▲ 21.2 ▲ 21.4 ▲ 21.8 ▲ 54.3 ▲ 27.8 ▲ 24.9 ▲ 26.4 ▲ 1.5

四　国 ▲ 21.6 ▲ 18.0 ▲ 15.9 ▲ 19.6 ▲ 16.5 ▲ 20.9 ▲ 25.9 ▲ 65.1 ▲ 33.2 ▲ 27.2 ▲ 28.8 ▲ 1.6

徳島県 ▲ 18.3 ▲ 18.2 ▲ 17.6 ▲ 19.1 ▲ 16.3 ▲ 23.6 ▲ 32.7 ▲ 67.3 ▲ 34.4 ▲ 29.8 ▲ 31.6 ▲ 1.8

香川県 ▲ 23.0 ▲ 19.8 ▲ 18.1 ▲ 19.1 ▲ 20.3 ▲ 23.3 ▲ 27.6 ▲ 66.1 ▲ 40.4 ▲ 36.6 ▲ 33.3 3.3

愛媛県 ▲ 22.5 ▲ 19.5 ▲ 14.4 ▲ 22.0 ▲ 15.1 ▲ 20.3 ▲ 24.0 ▲ 64.4 ▲ 29.8 ▲ 24.9 ▲ 29.2 ▲ 4.3

高知県 ▲ 21.9 ▲ 14.6 ▲ 12.7 ▲ 15.9 ▲ 13.9 ▲ 17.5 ▲ 18.1 ▲ 62.7 ▲ 27.7 ▲ 15.9 ▲ 18.4 ▲ 2.5

九州・沖縄 ▲ 12.8 ▲ 13.1 ▲ 14.0 ▲ 11.1 ▲ 13.9 ▲ 17.2 ▲ 20.2 ▲ 61.4 ▲ 34.3 ▲ 23.8 ▲ 28.7 ▲ 4.9

福岡県 ▲ 9.0 ▲ 12.1 ▲ 13.2 ▲ 10.1 ▲ 12.7 ▲ 13.8 ▲ 19.7 ▲ 60.1 ▲ 24.9 ▲ 23.7 ▲ 28.7 ▲ 5.0

佐賀県 ▲ 20.1 ▲ 21.4 ▲ 20.4 ▲ 17.5 ▲ 18.1 ▲ 20.9 ▲ 21.0 ▲ 59.7 ▲ 32.5 ▲ 24.9 ▲ 26.4 ▲ 1.5

長崎県 ▲ 22.9 ▲ 15.8 ▲ 21.9 ▲ 18.9 ▲ 21.7 ▲ 24.8 ▲ 28.5 ▲ 61.8 ▲ 40.1 ▲ 29.2 ▲ 39.0 ▲ 9.8

熊本県 ▲ 11.7 ▲ 17.9 ▲ 16.3 ▲ 12.0 ▲ 16.2 ▲ 18.4 ▲ 22.8 ▲ 59.3 ▲ 34.7 ▲ 21.4 ▲ 18.8 2.6

大分県 ▲ 20.0 ▲ 15.9 ▲ 21.6 ▲ 15.1 ▲ 14.6 ▲ 19.9 ▲ 24.6 ▲ 70.6 ▲ 37.9 ▲ 27.1 ▲ 31.0 ▲ 3.9

宮崎県 ▲ 8.9 ▲ 12.9 ▲ 13.4 ▲ 6.8 ▲ 13.0 ▲ 14.0 ▲ 15.7 ▲ 52.3 ▲ 33.4 ▲ 18.2 ▲ 24.7 ▲ 6.5

鹿児島県 ▲ 15.9 ▲ 12.4 ▲ 12.1 ▲ 11.8 ▲ 17.2 ▲ 25.1 ▲ 21.6 ▲ 62.4 ▲ 40.7 ▲ 29.7 ▲ 29.5 0.2

沖縄県 4.2 4.0 5.4 8.0 3.6 0.4 ▲ 7.9 ▲ 64.8 ▲ 39.1 ▲ 15.9 ▲ 26.3 ▲ 10.4

全　国

北海道

道南・道央

道北･ｵﾎｰﾂｸ

１４．業況判断ＤＩ（都道府県別）

前期差都道府県
2018年 2019年 2020年

１７



（２）製造業 前期比（季節調整値）

2021年

7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

▲ 10.5 ▲ 10.7 ▲ 14.0 ▲ 15.0 ▲ 17.5 ▲ 22.6 ▲ 27.4 ▲ 65.9 ▲ 40.8 ▲ 29.2 ▲ 25.0 4.2

▲ 8.1 ▲ 9.7 ▲ 7.5 ▲ 7.1 ▲ 5.4 ▲ 0.5 ▲ 23.1 ▲ 62.9 ▲ 28.9 ▲ 22.7 ▲ 21.7 1.0

▲ 11.2 ▲ 10.7 ▲ 9.0 ▲ 7.9 ▲ 4.0 ▲ 9.6 ▲ 23.7 ▲ 66.0 ▲ 37.7 ▲ 23.9 ▲ 15.3 8.6

0.6 ▲ 18.8 ▲ 3.7 ▲ 9.3 4.5 9.9 ▲ 26.7 ▲ 52.8 3.6 ▲ 14.5 ▲ 25.9 ▲ 11.4

十勝･釧路･根室 3.7 ▲ 3.3 4.1 4.4 ▲ 21.7 12.6 ▲ 6.6 ▲ 59.9 ▲ 42.2 ▲ 29.2 ▲ 32.6 ▲ 3.4

東　北 ▲ 15.8 ▲ 14.4 ▲ 18.2 ▲ 20.9 ▲ 21.5 ▲ 26.4 ▲ 28.4 ▲ 66.5 ▲ 42.3 ▲ 32.5 ▲ 34.4 ▲ 1.9

青森県 ▲ 12.0 ▲ 20.2 ▲ 12.4 ▲ 14.9 ▲ 15.6 ▲ 18.8 ▲ 17.0 ▲ 54.3 ▲ 36.0 ▲ 36.9 ▲ 47.0 ▲ 10.1

岩手県 ▲ 4.8 3.6 ▲ 6.7 ▲ 4.9 ▲ 11.0 ▲ 22.7 ▲ 32.4 ▲ 70.6 ▲ 39.7 ▲ 24.7 ▲ 30.1 ▲ 5.4

宮城県 ▲ 19.2 ▲ 30.2 ▲ 25.6 ▲ 35.4 ▲ 36.0 ▲ 30.1 ▲ 23.5 ▲ 72.5 ▲ 48.1 ▲ 32.9 ▲ 34.6 ▲ 1.7

秋田県 ▲ 28.2 ▲ 18.9 ▲ 26.2 ▲ 24.1 ▲ 20.4 ▲ 25.0 ▲ 32.4 ▲ 44.5 ▲ 45.6 ▲ 25.8 ▲ 43.6 ▲ 17.8

山形県 ▲ 13.4 ▲ 12.4 ▲ 18.6 ▲ 22.1 ▲ 19.5 ▲ 21.4 ▲ 27.9 ▲ 79.6 ▲ 50.9 ▲ 46.1 ▲ 35.0 11.1

福島県 ▲ 16.1 ▲ 10.8 ▲ 20.3 ▲ 20.1 ▲ 26.3 ▲ 34.9 ▲ 33.4 ▲ 73.0 ▲ 38.7 ▲ 28.7 ▲ 24.9 3.8

関　東 ▲ 8.4 ▲ 9.3 ▲ 15.7 ▲ 16.0 ▲ 20.0 ▲ 25.4 ▲ 27.4 ▲ 63.2 ▲ 44.9 ▲ 30.8 ▲ 21.6 9.2

茨城県 ▲ 15.9 ▲ 16.5 ▲ 19.4 ▲ 12.2 ▲ 20.1 ▲ 22.4 ▲ 21.9 ▲ 60.5 ▲ 49.9 ▲ 35.0 ▲ 21.9 13.1

栃木県 ▲ 7.0 ▲ 10.3 ▲ 11.9 ▲ 10.7 ▲ 6.2 ▲ 16.1 ▲ 25.2 ▲ 76.1 ▲ 41.4 ▲ 36.8 ▲ 31.3 5.5

群馬県 ▲ 2.5 ▲ 3.4 ▲ 5.8 ▲ 5.3 ▲ 15.8 ▲ 18.5 ▲ 20.2 ▲ 58.7 ▲ 54.4 ▲ 31.5 ▲ 24.4 7.1

埼玉県 ▲ 12.4 ▲ 12.6 ▲ 12.0 ▲ 12.3 ▲ 16.1 ▲ 19.9 ▲ 27.9 ▲ 59.7 ▲ 44.0 ▲ 26.9 ▲ 19.8 7.1

千葉県 ▲ 10.5 ▲ 10.2 ▲ 15.3 ▲ 18.3 ▲ 12.0 ▲ 17.3 ▲ 23.7 ▲ 52.6 ▲ 37.7 ▲ 22.1 ▲ 20.4 1.7

東京都 ▲ 6.5 ▲ 11.7 ▲ 14.6 ▲ 14.0 ▲ 22.0 ▲ 28.5 ▲ 32.8 ▲ 67.1 ▲ 50.2 ▲ 38.5 ▲ 31.2 7.3

神奈川県 ▲ 0.3 ▲ 9.0 ▲ 10.3 ▲ 21.2 ▲ 32.1 ▲ 30.9 ▲ 31.5 ▲ 64.0 ▲ 44.7 ▲ 34.0 ▲ 34.0 0.0

新潟県 ▲ 14.8 ▲ 7.7 ▲ 15.7 ▲ 17.1 ▲ 16.7 ▲ 32.3 ▲ 27.0 ▲ 58.2 ▲ 35.0 ▲ 27.1 ▲ 18.1 9.0

山梨県 ▲ 22.0 ▲ 21.6 ▲ 26.0 ▲ 24.5 ▲ 30.2 ▲ 35.4 ▲ 28.6 ▲ 64.7 ▲ 41.7 ▲ 19.0 ▲ 8.6 10.4

長野県 ▲ 1.8 ▲ 2.2 ▲ 22.3 ▲ 24.8 ▲ 29.2 ▲ 28.9 ▲ 27.1 ▲ 58.9 ▲ 60.2 ▲ 29.6 ▲ 12.6 17.0

静岡県 ▲ 7.9 ▲ 5.4 ▲ 18.1 ▲ 12.4 ▲ 24.2 ▲ 23.0 ▲ 29.4 ▲ 67.9 ▲ 39.0 ▲ 30.9 ▲ 16.3 14.6

中　部 ▲ 7.0 ▲ 5.7 ▲ 12.6 ▲ 15.0 ▲ 19.2 ▲ 26.4 ▲ 30.1 ▲ 71.3 ▲ 44.1 ▲ 29.2 ▲ 27.3 1.9

富山県 ▲ 3.4 ▲ 4.3 ▲ 9.2 ▲ 9.9 ▲ 21.1 ▲ 28.6 ▲ 27.2 ▲ 64.1 ▲ 44.3 ▲ 27.5 ▲ 16.8 10.7

石川県 3.6 2.3 ▲ 19.2 ▲ 17.0 ▲ 17.8 ▲ 16.2 ▲ 29.3 ▲ 72.6 ▲ 42.7 ▲ 23.0 ▲ 19.1 3.9

岐阜県 ▲ 7.1 ▲ 3.4 ▲ 8.9 ▲ 16.2 ▲ 21.7 ▲ 28.3 ▲ 40.4 ▲ 75.8 ▲ 45.2 ▲ 33.1 ▲ 30.0 3.1

愛知県 ▲ 8.3 ▲ 6.9 ▲ 14.6 ▲ 16.8 ▲ 18.1 ▲ 28.7 ▲ 30.5 ▲ 76.8 ▲ 40.0 ▲ 24.2 ▲ 28.8 ▲ 4.6

三重県 ▲ 13.3 ▲ 12.1 ▲ 13.9 ▲ 12.9 ▲ 16.7 ▲ 24.4 ▲ 22.9 ▲ 61.1 ▲ 50.5 ▲ 36.3 ▲ 34.2 2.1

近　畿 ▲ 6.0 ▲ 8.1 ▲ 7.5 ▲ 11.4 ▲ 13.8 ▲ 20.6 ▲ 32.1 ▲ 69.8 ▲ 41.8 ▲ 30.6 ▲ 25.4 5.2

福井県 ▲ 6.9 ▲ 4.3 1.9 ▲ 7.2 ▲ 5.3 ▲ 17.7 ▲ 28.9 ▲ 80.9 ▲ 44.2 ▲ 20.4 ▲ 25.9 ▲ 5.5

滋賀県 ▲ 8.8 ▲ 14.2 ▲ 13.2 ▲ 4.2 ▲ 16.7 ▲ 25.1 ▲ 48.0 ▲ 74.9 ▲ 52.8 ▲ 34.9 ▲ 24.3 10.6

京都府 ▲ 12.9 ▲ 12.9 ▲ 11.4 ▲ 20.6 ▲ 20.1 ▲ 28.4 ▲ 34.1 ▲ 67.6 ▲ 34.6 ▲ 32.1 ▲ 26.3 5.8

大阪府 ▲ 3.6 ▲ 4.0 ▲ 5.3 ▲ 13.7 ▲ 9.4 ▲ 23.3 ▲ 38.6 ▲ 65.2 ▲ 43.3 ▲ 34.8 ▲ 33.6 1.2

兵庫県 ▲ 2.6 ▲ 9.9 ▲ 15.1 ▲ 9.3 ▲ 7.7 ▲ 15.9 ▲ 24.9 ▲ 75.7 ▲ 52.6 ▲ 29.4 ▲ 22.2 7.2

奈良県 ▲ 1.7 ▲ 11.2 ▲ 10.6 ▲ 9.3 ▲ 29.3 ▲ 10.6 ▲ 23.7 ▲ 55.8 ▲ 28.1 ▲ 22.2 ▲ 16.5 5.7

和歌山県 ▲ 12.2 ▲ 5.3 1.3 ▲ 4.9 ▲ 13.5 ▲ 21.1 ▲ 25.1 ▲ 66.5 ▲ 41.5 ▲ 33.0 ▲ 25.2 7.8

中　国 ▲ 14.5 ▲ 12.8 ▲ 15.8 ▲ 14.6 ▲ 19.1 ▲ 22.2 ▲ 25.4 ▲ 61.9 ▲ 36.1 ▲ 22.6 ▲ 26.8 ▲ 4.2

鳥取県 ▲ 24.1 ▲ 12.6 ▲ 2.1 3.4 ▲ 19.9 ▲ 20.1 ▲ 25.3 ▲ 73.7 ▲ 50.2 ▲ 0.6 ▲ 20.8 ▲ 20.2

島根県 ▲ 13.2 ▲ 11.1 ▲ 27.7 ▲ 14.1 ▲ 14.8 ▲ 19.4 ▲ 32.7 ▲ 69.8 ▲ 35.3 ▲ 24.9 ▲ 20.5 4.4

岡山県 ▲ 14.2 ▲ 12.5 ▲ 21.6 ▲ 21.9 ▲ 20.6 ▲ 32.4 ▲ 28.2 ▲ 66.6 ▲ 45.1 ▲ 20.1 ▲ 27.3 ▲ 7.2

広島県 ▲ 12.6 ▲ 5.7 ▲ 4.1 ▲ 11.5 ▲ 17.7 ▲ 16.7 ▲ 22.5 ▲ 61.1 ▲ 29.3 ▲ 28.3 ▲ 26.0 2.3

山口県 ▲ 13.1 ▲ 23.5 ▲ 24.1 ▲ 22.6 ▲ 23.6 ▲ 20.9 ▲ 21.3 ▲ 40.4 ▲ 29.9 ▲ 30.3 ▲ 40.8 ▲ 10.5

四　国 ▲ 21.1 ▲ 17.9 ▲ 15.1 ▲ 17.4 ▲ 16.1 ▲ 18.7 ▲ 29.2 ▲ 61.7 ▲ 36.7 ▲ 32.3 ▲ 26.2 6.1

徳島県 ▲ 17.0 ▲ 22.5 ▲ 17.5 ▲ 13.1 ▲ 21.5 ▲ 22.0 ▲ 38.1 ▲ 65.5 ▲ 35.4 ▲ 32.1 ▲ 27.0 5.1

香川県 ▲ 13.0 ▲ 8.8 ▲ 14.8 ▲ 6.0 ▲ 15.2 ▲ 20.1 ▲ 29.3 ▲ 67.5 ▲ 42.3 ▲ 40.6 ▲ 36.8 3.8

愛媛県 ▲ 31.9 ▲ 26.8 ▲ 19.2 ▲ 31.7 ▲ 13.5 ▲ 23.8 ▲ 32.8 ▲ 61.7 ▲ 41.0 ▲ 28.8 ▲ 31.5 ▲ 2.7

高知県 ▲ 15.3 ▲ 8.6 ▲ 4.7 ▲ 15.9 ▲ 11.7 ▲ 3.4 ▲ 10.8 ▲ 49.2 ▲ 21.9 ▲ 21.1 ▲ 5.0 16.1

九州・沖縄 ▲ 12.1 ▲ 12.1 ▲ 18.0 ▲ 12.1 ▲ 14.9 ▲ 18.8 ▲ 22.0 ▲ 66.7 ▲ 35.8 ▲ 27.0 ▲ 21.6 5.4

福岡県 ▲ 10.2 ▲ 7.2 ▲ 16.7 ▲ 7.8 ▲ 12.2 ▲ 14.4 ▲ 20.5 ▲ 55.3 ▲ 25.5 ▲ 31.0 ▲ 21.6 9.4

佐賀県 ▲ 27.6 ▲ 27.3 ▲ 32.5 ▲ 28.9 ▲ 23.8 ▲ 36.0 ▲ 33.9 ▲ 75.3 ▲ 32.1 ▲ 32.8 ▲ 22.7 10.1

長崎県 ▲ 33.7 ▲ 15.3 ▲ 32.5 ▲ 26.1 ▲ 25.1 ▲ 33.4 ▲ 22.9 ▲ 70.7 ▲ 44.1 ▲ 26.8 ▲ 34.1 ▲ 7.3

熊本県 ▲ 13.9 ▲ 13.9 ▲ 25.7 ▲ 11.5 ▲ 18.1 ▲ 21.2 ▲ 25.3 ▲ 58.2 ▲ 37.8 ▲ 21.2 ▲ 12.9 8.3

大分県 ▲ 11.9 ▲ 17.0 ▲ 18.7 ▲ 15.1 ▲ 26.8 ▲ 13.8 ▲ 28.7 ▲ 75.1 ▲ 35.6 ▲ 23.3 ▲ 16.5 6.8

宮崎県 1.3 ▲ 3.8 ▲ 6.0 ▲ 2.1 ▲ 6.9 ▲ 14.8 ▲ 17.9 ▲ 56.3 ▲ 40.1 ▲ 16.7 ▲ 24.4 ▲ 7.7

鹿児島県 ▲ 8.8 ▲ 4.8 ▲ 5.0 ▲ 10.0 ▲ 14.8 ▲ 17.1 ▲ 16.5 ▲ 67.9 ▲ 39.1 ▲ 29.1 ▲ 25.4 3.7

沖縄県 2.7 ▲ 7.5 ▲ 5.9 ▲ 1.1 1.1 ▲ 0.5 ▲ 1.5 ▲ 79.1 ▲ 40.9 ▲ 25.9 ▲ 28.4 ▲ 2.5

全　国

北海道

道南・道央

道北･ｵﾎｰﾂｸ

１４．業況判断ＤＩ（都道府県別）

前期差都道府県
2018年 2019年 2020年

１８



（３）非製造業 前期比（季節調整値）

2021年

7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

▲ 17.2 ▲ 14.7 ▲ 15.0 ▲ 15.6 ▲ 16.9 ▲ 20.6 ▲ 23.5 ▲ 63.5 ▲ 32.1 ▲ 25.4 ▲ 31.2 ▲ 5.8

▲ 16.2 ▲ 18.0 ▲ 15.2 ▲ 12.3 ▲ 13.3 ▲ 17.4 ▲ 24.1 ▲ 57.0 ▲ 31.9 ▲ 26.4 ▲ 29.8 ▲ 3.4

▲ 15.1 ▲ 17.8 ▲ 14.6 ▲ 15.0 ▲ 13.5 ▲ 18.8 ▲ 26.0 ▲ 64.8 ▲ 36.2 ▲ 28.3 ▲ 29.9 ▲ 1.6

▲ 20.4 ▲ 17.6 ▲ 15.0 ▲ 11.8 ▲ 11.3 ▲ 15.5 ▲ 20.8 ▲ 34.3 ▲ 15.9 ▲ 17.9 ▲ 21.5 ▲ 3.6

十勝･釧路･根室 ▲ 15.2 ▲ 17.9 ▲ 15.5 ▲ 8.6 ▲ 13.4 ▲ 13.7 ▲ 19.9 ▲ 53.3 ▲ 31.3 ▲ 26.7 ▲ 36.8 ▲ 10.1

東　北 ▲ 20.4 ▲ 19.4 ▲ 19.9 ▲ 21.0 ▲ 22.2 ▲ 23.2 ▲ 27.7 ▲ 64.0 ▲ 35.5 ▲ 29.2 ▲ 32.7 ▲ 3.5

青森県 ▲ 12.9 ▲ 13.4 ▲ 17.9 ▲ 19.8 ▲ 22.0 ▲ 22.0 ▲ 28.5 ▲ 58.6 ▲ 37.5 ▲ 34.2 ▲ 29.4 4.8

岩手県 ▲ 19.6 ▲ 21.5 ▲ 20.1 ▲ 20.5 ▲ 25.8 ▲ 28.3 ▲ 25.6 ▲ 60.1 ▲ 38.6 ▲ 24.1 ▲ 33.4 ▲ 9.3

宮城県 ▲ 21.9 ▲ 18.8 ▲ 21.5 ▲ 23.9 ▲ 23.5 ▲ 18.4 ▲ 32.7 ▲ 72.8 ▲ 29.9 ▲ 25.3 ▲ 31.7 ▲ 6.4

秋田県 ▲ 20.5 ▲ 22.7 ▲ 20.0 ▲ 20.5 ▲ 24.4 ▲ 23.8 ▲ 28.5 ▲ 51.3 ▲ 31.1 ▲ 22.4 ▲ 29.4 ▲ 7.0

山形県 ▲ 15.1 ▲ 12.4 ▲ 12.4 ▲ 18.0 ▲ 15.7 ▲ 18.7 ▲ 22.2 ▲ 69.6 ▲ 37.0 ▲ 32.7 ▲ 30.9 1.8

福島県 ▲ 32.3 ▲ 23.6 ▲ 25.1 ▲ 21.7 ▲ 25.3 ▲ 25.5 ▲ 28.1 ▲ 69.8 ▲ 38.4 ▲ 34.1 ▲ 39.0 ▲ 4.9

関　東 ▲ 15.5 ▲ 13.8 ▲ 15.7 ▲ 16.2 ▲ 16.0 ▲ 21.6 ▲ 23.2 ▲ 64.4 ▲ 33.0 ▲ 25.5 ▲ 33.0 ▲ 7.5

茨城県 ▲ 19.6 ▲ 13.6 ▲ 18.0 ▲ 21.9 ▲ 23.2 ▲ 23.8 ▲ 24.1 ▲ 60.6 ▲ 38.7 ▲ 35.6 ▲ 37.1 ▲ 1.5

栃木県 ▲ 21.1 ▲ 17.1 ▲ 17.2 ▲ 17.8 ▲ 18.2 ▲ 29.9 ▲ 23.6 ▲ 58.5 ▲ 41.2 ▲ 35.7 ▲ 47.3 ▲ 11.6

群馬県 ▲ 13.1 ▲ 13.0 ▲ 10.6 ▲ 14.1 ▲ 17.1 ▲ 18.4 ▲ 21.7 ▲ 62.5 ▲ 33.4 ▲ 16.7 ▲ 27.8 ▲ 11.1

埼玉県 ▲ 16.4 ▲ 12.5 ▲ 14.6 ▲ 13.2 ▲ 13.9 ▲ 16.6 ▲ 23.0 ▲ 68.1 ▲ 18.8 ▲ 26.9 ▲ 25.6 1.3

千葉県 ▲ 14.0 ▲ 12.5 ▲ 21.5 ▲ 17.4 ▲ 19.2 ▲ 24.7 ▲ 22.8 ▲ 61.2 ▲ 31.0 ▲ 27.0 ▲ 33.3 ▲ 6.3

東京都 ▲ 6.0 ▲ 5.5 ▲ 9.0 ▲ 12.5 ▲ 7.4 ▲ 11.6 ▲ 15.9 ▲ 68.1 ▲ 33.5 ▲ 24.6 ▲ 32.6 ▲ 8.0

神奈川県 ▲ 11.4 ▲ 14.5 ▲ 11.5 ▲ 15.7 ▲ 11.8 ▲ 15.9 ▲ 14.5 ▲ 58.0 ▲ 23.8 ▲ 21.2 ▲ 29.3 ▲ 8.1

新潟県 ▲ 24.8 ▲ 19.9 ▲ 20.9 ▲ 23.2 ▲ 20.3 ▲ 27.7 ▲ 29.6 ▲ 68.5 ▲ 41.1 ▲ 29.2 ▲ 35.7 ▲ 6.5

山梨県 ▲ 25.8 ▲ 25.5 ▲ 26.3 ▲ 24.4 ▲ 29.3 ▲ 27.5 ▲ 30.7 ▲ 66.6 ▲ 36.4 ▲ 19.7 ▲ 32.3 ▲ 12.6

長野県 ▲ 16.5 ▲ 13.6 ▲ 19.3 ▲ 15.4 ▲ 15.3 ▲ 28.2 ▲ 30.8 ▲ 68.6 ▲ 39.0 ▲ 29.5 ▲ 37.3 ▲ 7.8

静岡県 ▲ 12.1 ▲ 11.8 ▲ 10.7 ▲ 6.3 ▲ 13.3 ▲ 20.8 ▲ 24.3 ▲ 61.3 ▲ 27.7 ▲ 16.9 ▲ 31.0 ▲ 14.1

中　部 ▲ 17.8 ▲ 14.6 ▲ 14.2 ▲ 17.2 ▲ 18.2 ▲ 22.6 ▲ 26.0 ▲ 67.8 ▲ 32.9 ▲ 27.2 ▲ 33.2 ▲ 6.0

富山県 ▲ 13.0 ▲ 10.1 ▲ 11.7 ▲ 24.5 ▲ 13.6 ▲ 25.3 ▲ 24.3 ▲ 67.3 ▲ 39.2 ▲ 31.3 ▲ 29.2 2.1

石川県 ▲ 18.2 ▲ 17.9 ▲ 13.1 ▲ 17.1 ▲ 20.7 ▲ 19.9 ▲ 16.8 ▲ 75.4 ▲ 35.2 ▲ 19.5 ▲ 27.8 ▲ 8.3

岐阜県 ▲ 19.2 ▲ 15.6 ▲ 14.3 ▲ 15.0 ▲ 17.2 ▲ 22.6 ▲ 27.8 ▲ 68.2 ▲ 28.5 ▲ 26.6 ▲ 34.0 ▲ 7.4

愛知県 ▲ 16.1 ▲ 15.4 ▲ 14.5 ▲ 13.2 ▲ 16.5 ▲ 21.8 ▲ 25.6 ▲ 67.5 ▲ 32.4 ▲ 30.1 ▲ 33.1 ▲ 3.0

三重県 ▲ 20.8 ▲ 12.9 ▲ 16.7 ▲ 20.7 ▲ 22.2 ▲ 23.6 ▲ 31.0 ▲ 64.2 ▲ 32.1 ▲ 26.2 ▲ 37.9 ▲ 11.7

近　畿 ▲ 17.3 ▲ 13.1 ▲ 13.9 ▲ 15.8 ▲ 16.7 ▲ 21.9 ▲ 25.0 ▲ 65.0 ▲ 30.2 ▲ 25.1 ▲ 30.7 ▲ 5.6

福井県 ▲ 18.2 ▲ 10.2 ▲ 8.2 ▲ 13.8 ▲ 16.5 ▲ 23.5 ▲ 18.6 ▲ 71.6 ▲ 31.8 ▲ 22.0 ▲ 27.8 ▲ 5.8

滋賀県 ▲ 18.6 ▲ 14.5 ▲ 12.9 ▲ 19.8 ▲ 13.3 ▲ 21.4 ▲ 26.2 ▲ 61.3 ▲ 29.9 ▲ 23.2 ▲ 29.3 ▲ 6.1

京都府 ▲ 10.9 ▲ 8.8 ▲ 6.9 ▲ 11.5 ▲ 12.4 ▲ 18.0 ▲ 24.4 ▲ 68.1 ▲ 24.8 ▲ 27.5 ▲ 30.4 ▲ 2.9

大阪府 ▲ 19.7 ▲ 16.4 ▲ 17.1 ▲ 17.4 ▲ 19.4 ▲ 23.5 ▲ 27.1 ▲ 68.0 ▲ 36.9 ▲ 27.3 ▲ 34.1 ▲ 6.8

兵庫県 ▲ 16.2 ▲ 13.0 ▲ 13.9 ▲ 11.9 ▲ 11.7 ▲ 20.5 ▲ 20.3 ▲ 63.5 ▲ 31.5 ▲ 20.6 ▲ 27.3 ▲ 6.7

奈良県 ▲ 17.4 ▲ 16.7 ▲ 20.5 ▲ 21.1 ▲ 16.6 ▲ 30.0 ▲ 25.1 ▲ 60.6 ▲ 24.8 ▲ 27.2 ▲ 30.8 ▲ 3.6

和歌山県 ▲ 13.7 ▲ 14.8 ▲ 14.2 ▲ 14.5 ▲ 21.4 ▲ 21.8 ▲ 32.4 ▲ 55.4 ▲ 23.3 ▲ 23.6 ▲ 33.3 ▲ 9.7

中　国 ▲ 18.7 ▲ 12.9 ▲ 13.8 ▲ 12.4 ▲ 16.7 ▲ 18.5 ▲ 19.7 ▲ 59.3 ▲ 23.7 ▲ 22.3 ▲ 25.2 ▲ 2.9

鳥取県 ▲ 16.3 ▲ 15.7 ▲ 11.7 ▲ 14.3 ▲ 16.4 ▲ 15.7 ▲ 13.9 ▲ 66.4 ▲ 24.4 ▲ 25.0 ▲ 33.8 ▲ 8.8

島根県 ▲ 18.9 ▲ 16.2 ▲ 13.9 ▲ 13.8 ▲ 17.7 ▲ 24.0 ▲ 26.1 ▲ 64.4 ▲ 29.8 ▲ 17.6 ▲ 28.0 ▲ 10.4

岡山県 ▲ 20.8 ▲ 13.0 ▲ 12.5 ▲ 11.7 ▲ 15.4 ▲ 16.3 ▲ 13.9 ▲ 52.9 ▲ 23.5 ▲ 24.1 ▲ 24.4 ▲ 0.3

広島県 ▲ 18.1 ▲ 8.0 ▲ 13.2 ▲ 10.4 ▲ 12.3 ▲ 16.5 ▲ 19.9 ▲ 55.2 ▲ 14.0 ▲ 20.5 ▲ 21.2 ▲ 0.7

山口県 ▲ 19.5 ▲ 14.6 ▲ 16.2 ▲ 11.1 ▲ 21.3 ▲ 21.1 ▲ 21.4 ▲ 58.0 ▲ 27.5 ▲ 23.1 ▲ 22.9 0.2

四　国 ▲ 22.1 ▲ 18.0 ▲ 16.3 ▲ 19.8 ▲ 17.2 ▲ 21.6 ▲ 24.9 ▲ 66.2 ▲ 32.0 ▲ 25.4 ▲ 29.7 ▲ 4.3

徳島県 ▲ 18.0 ▲ 17.1 ▲ 18.0 ▲ 21.2 ▲ 13.5 ▲ 24.5 ▲ 31.0 ▲ 67.7 ▲ 34.2 ▲ 28.2 ▲ 33.2 ▲ 5.0

香川県 ▲ 26.2 ▲ 23.3 ▲ 20.8 ▲ 22.7 ▲ 21.6 ▲ 24.3 ▲ 28.8 ▲ 65.1 ▲ 39.7 ▲ 35.4 ▲ 32.0 3.4

愛媛県 ▲ 18.9 ▲ 17.1 ▲ 13.2 ▲ 18.5 ▲ 15.5 ▲ 19.2 ▲ 21.4 ▲ 66.3 ▲ 25.5 ▲ 23.1 ▲ 29.0 ▲ 5.9

高知県 ▲ 24.0 ▲ 15.7 ▲ 14.5 ▲ 17.0 ▲ 14.7 ▲ 20.9 ▲ 19.9 ▲ 66.1 ▲ 29.6 ▲ 14.1 ▲ 23.8 ▲ 9.7

九州・沖縄 ▲ 12.9 ▲ 13.4 ▲ 13.1 ▲ 10.6 ▲ 13.4 ▲ 16.5 ▲ 20.0 ▲ 59.9 ▲ 33.9 ▲ 22.8 ▲ 30.5 ▲ 7.7

福岡県 ▲ 8.2 ▲ 13.7 ▲ 12.2 ▲ 11.0 ▲ 12.4 ▲ 13.9 ▲ 19.4 ▲ 61.3 ▲ 24.3 ▲ 21.6 ▲ 31.2 ▲ 9.6

佐賀県 ▲ 16.7 ▲ 20.2 ▲ 17.1 ▲ 14.9 ▲ 15.3 ▲ 17.3 ▲ 17.4 ▲ 55.2 ▲ 32.3 ▲ 22.2 ▲ 29.1 ▲ 6.9

長崎県 ▲ 20.1 ▲ 17.6 ▲ 17.1 ▲ 16.8 ▲ 21.0 ▲ 24.2 ▲ 27.9 ▲ 59.0 ▲ 39.2 ▲ 29.9 ▲ 40.0 ▲ 10.1

熊本県 ▲ 10.7 ▲ 19.3 ▲ 13.6 ▲ 11.7 ▲ 15.2 ▲ 17.5 ▲ 22.5 ▲ 58.3 ▲ 33.4 ▲ 20.1 ▲ 22.8 ▲ 2.7

大分県 ▲ 23.2 ▲ 14.8 ▲ 21.6 ▲ 16.0 ▲ 12.3 ▲ 20.6 ▲ 22.7 ▲ 69.8 ▲ 38.5 ▲ 27.7 ▲ 35.5 ▲ 7.8

宮崎県 ▲ 12.8 ▲ 16.0 ▲ 16.1 ▲ 6.5 ▲ 15.9 ▲ 14.1 ▲ 15.2 ▲ 49.0 ▲ 31.7 ▲ 18.7 ▲ 25.7 ▲ 7.0

鹿児島県 ▲ 18.5 ▲ 15.3 ▲ 14.5 ▲ 12.2 ▲ 18.1 ▲ 28.1 ▲ 23.3 ▲ 60.5 ▲ 41.6 ▲ 29.8 ▲ 31.0 ▲ 1.2

沖縄県 4.6 7.4 9.0 10.4 4.5 0.7 ▲ 9.5 ▲ 61.3 ▲ 38.6 ▲ 13.0 ▲ 25.7 ▲ 12.7

全　国

北海道

道南・道央

道北･ｵﾎｰﾂｸ
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奈良県内経済情勢報告 
（令和 3年 4月判断） 

１．総論 

【総括判断】 

「県内経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にある
なか、一部に弱さがみられるものの、持ち直しつつある」 
 

項 目 前回（3年1月判断） 今回（3年4月判断） 
前回 
比較 

総括判断 

新型コロナウイルス感染症の影 
響により、厳しい状況にあるな 
か、一部に弱さがみられるもの 
の、持ち直しつつある 

新型コロナウイルス感染症の影
響により、厳しい状況にあるな
か、一部に弱さがみられるもの
の、持ち直しつつある 

 

（注）令和3年4月判断は、前回3年1月判断以降、4月に入ってからの足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響により、一部に弱さがみられるものの、持ち直しつつあ

る。生産活動は緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は、新型コロナウイルス感染症の影響により、弱い

動きとなっている。 

【各項目の判断】 

項 目 前回（3年1月判断） 今回（3年4月判断） 
前回 
比較 

 

個人消費 
新型コロナウイルス感染症の影響により、一
部に弱さがみられるものの、持ち直しつつあ
る 

新型コロナウイルス感染症の影響により、
一部に弱さがみられるものの、持ち直しつ
つある  

生産活動 
新型コロナウイルス感染症の影響がみられ
るものの、下げ止まりの動きがみられる 

緩やかに持ち直しつつある 
 

雇用情勢 
新型コロナウイルス感染症の影響により、弱

い動きとなっている 

新型コロナウイルス感染症の影響により、

弱い動きとなっている  
 

設備投資 2年度は前年度を下回る見込み 2年度は前年度を下回る見込み 
 

企業収益 2年度は減益見込み 2年度は減益見込み 
 

【先行き】 

先行きについては、感染拡大の防止策や各種政策の効果、海外経済の改善もあって、持ち直しの動きが

続くことが期待されるが、国内外における今後の感染症の動向、金融資本市場の変動の影響等を注視する

必要がある。  

財務省近畿財務局 

奈良財務事務所 
 

令和3年4月 28日 

Kinki Finance Bureau Ministry of Finance Nara Finance Office Kinki Local Finance Bureau Ministry of Finance 



２．各論 

【主な項目】 
 
◼ 個 人 消 費 「新型コロナウイルス感染症の影響により、一部に弱さがみられるものの、持ち直

しつつある」 

百貨店・スーパー販売額は、食料品や日用品を中心に堅調に推移している。 

コンビニエンスストア販売額は、中食需要や家飲み需要の高まりにより、冷凍食品や酒類を中心に堅調
に推移している。 

ドラッグストア販売額は、食料品や医薬品を中心に堅調に推移している。 

ホームセンター販売額は、DIY関連用品や園芸用品を中心に好調に推移している。 

家電大型専門店販売額は、巣ごもり需要により、テレビやゲームを中心に好調に推移している。 

乗用車新車登録届出台数は、普通・小型車、軽自動車ともに前年を上回っている。 

観光動向は、奈良市内主要ホテルの客室稼働率・宿泊人数をみると、足下で、新型コロナウイルス感染
症の再拡大により、首都圏からの観光客を中心に宿泊予約が減少しており、厳しい状況となっている。 

➢ 巣ごもり需要で引き続き食料品・家庭用品の売上が堅調となっている。生鮮3品（野菜果物、鮮魚、精肉）の売れ行きが

良く、とりわけ鮮魚は外食需要の減少で本来料亭などに出回る高級食材を安価で仕入れて販売するなど営業努力を行い、好

調に推移している。                                     （百貨店・スーパー）                                                            

➢ 感染防止のため買い物の回数を減らす傾向があることから客足は減少しているものの、１回の購入単価は上がっており、

飲食料品を中心に売上は堅調に推移している。                         （百貨店・スーパー) 

➢ 冷凍食品等の中食商品やデザート、生鮮食品などの売上が堅調に増加しているほか、飲食店の時短営業の影響もあって家

飲みが増加し、酒類やつまみ等の売上も伸びている。                    (コンビニエンスストア)                                                                                                                                                       

➢ DIY関連用品や園芸用品といったホームセンターならではの巣ごもり商品は、依然として好調を維持している。  

                                                （ホームセンター） 

➢ 感染症の再拡大もあり、引き続きテレビ、ゲーム、ボードゲームなどの在宅時間を充実させる商品が好調である。中でも 

 テレビは、東京オリンピックや動画サイトを視聴するために購入する人が多く、好調であった。           （家電量販店）                               

➢ 足下で感染者数が増加していることや、大阪でまん延防止等重点措置が発令されたことにより、予約の大半がキャンセル

となった。                                        （宿泊・観光関係団体）                                                                                                                       

 

◼ 生 産 活 動 「緩やかに持ち直しつつある」 

鉱工業生産指数でみると、生産用機械、輸送機械などが低下しているものの、化学、はん用機械など多
くの業種で上昇していることから、全体の指数は上昇している。 

企業からは、本格的な需要回復にはしばらく時間がかかるといった声が聞かれるものの、足下の需要は
増加しており、半導体や通信、自動車関連などからの受注が増加しているといった声が聞かれていること
から、生産活動は緩やかに持ち直しつつある。 

➢ 中国からの受注が増加しているほか、国内からの受注も堅調である。特に半導体・5G・電子機器関連の引き合いが強く 

 なっており、売上は改善傾向にある。                                   （はん用機械） 

➢ 半導体不足の影響で、当初計画より売上が減少しているものの、全体としては、感染症の影響から徐々に回復し持ち直し

の動きがみられる。                                         （輸送機械） 

➢ 国内外から電気自動車関連や電子部材関連の受注が堅調であり、受注に生産が追いついておらず、工場はフル稼働の状況

が続いている。                                          （生産用機械） 

➢ 売上は増加傾向。取引先が感染症の影響で在庫消化を進めたことから、急な需要回復のため在庫積み上げを行っているこ

とが主な要因の一つ。                                      （生産用機械）          

➢ 全体的に商談件数も増えてきており、足下は改善傾向。ただし、取引先も本格的な業績回復を受けて当社の主力製品であ

る設備関連への投資に動き出すことから、本格的な回復にはもう少し時間がかかると考える。       （生産用機械） 

➢ 家庭内で食事をする内食傾向が強まっていることから、家庭向けの商品がけん引し堅調に推移。     （その他製造）    

 

 
 
 



◼ 雇 用 情 勢 「新型コロナウイルス感染症の影響により、弱い動きとなっている」 

有効求人倍率でみると、引き続き求人が求職を上回っているものの、低調に推移していることから、雇

用情勢は弱い動きとなっている。 

➢ 今期は国内外ともに受注が堅調に推移しているため、過不足ない状況。                （はん用機械） 

➢ 売上が減少したことから、生産ラインの稼働率も落ち込んでいるため、雇用調整助成金を用いて余剰人員を休ませている。                                                   

（食料品） 

➢ 雇用調整助成金を活用しながら、一人当たりの勤務時間を短縮することで雇用を維持している。              （宿泊） 

◼ 設 備 投 資 「2年度は前年度を下回る見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」令和3年1～3月期 

2年度の設備投資は、全産業で前年度を下回る見込みとなっている。業種別では、製造業、非製造業と
もに前年度を下回る見込みとなっている。 
 

◼ 企 業 収 益 「2年度は減益見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」令和3年1～3月期 

2年度の経常利益は、全産業で減益見込みとなっている。業種別では、製造業、非製造業ともに減益見
込みとなっている。 
 

【その他の項目】 

■ 住 宅 建 設  新設住宅着工戸数でみると、持家、貸家、分譲すべてにおいて前年を下回っていることか

ら、全体では前年を下回っている。 

■ 公 共 事 業  前払金保証請負金額でみると、国、独法、府県、市町村で増加していることから、前年を上 

回っている。 

■ 企 業 倒 産  倒産件数、負債総額ともに前年を下回っている。 

■ 企業の景況感  法人企業景気予測調査（令和 3年 1～3月期調査）の景況判断 BSIでみると、現状判断は全

産業で「下降」超となっている。先行きについては、3年 4～6月期は「下降」超、3年 7～9

月期は「上昇」超の見通しとなっている。 

 

 〔連絡・問い合わせ先〕 

 近畿財務局 奈良財務事務所 財務課  

℡  0742-27-3162（直通） 

 



公表資料 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（令和 3年 4～6月期調査） 

【奈良県下の調査結果】 
 

（目 次） 
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        令 和 3 年 6 月 1 1 日 

財務省近畿財務局奈良財務事務所 
 

〔連絡・問合わせ先〕 

近畿財務局 奈良財務事務所 財務課  

℡  0742-27-3162（直通） 

奈良財務事務所ホームページアドレス 

http:// kinki.mof.go.jp/237.html 
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○ 調 査 要 領         
 
１．調査の根拠と目的 

我が国経済活動の主要部分を占める企業活動を把握することにより、経済の現状及び今後の見通しに

関する基礎資料を得ることを目的に、統計法に基づく一般統計調査として年4回実施している。 

 

２．調 査 時 点         令和 3年 5月 15日（前回調査 令和 3年 2月） 

 

３．調査対象期間        

   判 断 項 目        令和 3年 4～ 6月期 （又は6月末） 見込み 

           令和 3年 7～ 9月期 （又は9月末） 見通し 

           令和 3年 10～ 12月期 （又は12月末） 見通し 
 
   計 数 項 目        令和 3年度は実績見込み 

 

 

４．調査対象の範囲 

  奈良県に所在する資本金、出資金又は基金（以下「資本金」という。）１千万円以上の法人企業。た

だし、電気・ガス・水道業及び金融・保険業は資本金１億円以上を対象とする。 

 

５．集 計 の 方 法        

  法人企業統計調査の業種分類による単純集計を行った。 

 

６．標本企業の選定方法及び調査票の回収状況 

  標本は、四半期別法人企業統計調査の標本から、一定の方法により無作為抽出した。 

  対象企業に調査票を郵送、またはオンラインでの入力を依頼し、自計記入方式により回答を得た。 

  なお、毎年4～6月期調査前に標本の抽出替えを行っている。 

標　本
企業数

回　収
企業数

回収率
標　本
企業数

回　収
企業数

回収率
標　本
企業数

回　収
企業数

回収率

106 87 82.1% 42 35 83.3% 64 52 81.3%

大企業 9 9 100.0% 3 3 100.0% 6 6 100.0%

中堅企業 24 24 100.0% 10 10 100.0% 14 14 100.0%

中小企業 73 54 74.0% 29 22 75.9% 44 32 72.7%

　　　中小企業：資本金1千万円以上1億円未満

全 産 業 製 造 業 非 製 造 業

区　分

全規模

（注）大 企 業：資本金10億円以上

　　　中堅企業：資本金1億円以上10億円未満

 

 
７．業種分類 

日本標準産業分類に基づき業種分類を行っている。 
 

（参考：ＢＳＩについて） 

ＢＳＩ（ビジネス・サーベイ・インデックス）は、上昇、下降などの変化方向別回答数の構成比から

全体の趨勢を判断するものである。 

例：｢企業の景況判断｣の場合、前期と比べて 

｢上昇｣と回答した企業の構成比…25.8％  ｢不変｣と回答した企業の構成比…60.6％ 

｢下降｣と回答した企業の構成比… 6.4％  ｢不明｣と回答した企業の構成比… 7.2％ 

ＢＳＩ＝（｢上昇｣と回答した企業の構成比…25.8％） 

－（｢下降｣と回答した企業の構成比… 6.4％）＝19.4％ポイント 
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１． 企業の景況 

── 現状判断は 6四半期連続の「下降」超 ── 

3 年 4～6月期の企業の景況判断ＢＳＩ（前期比「上昇」－「下降」社数構

成比、原数値）をみると、全産業で「下降」超となっている。 

産業別にみると、製造業、非製造業ともに「下降」超となっている。 

規模別にみると、大企業、中堅企業、中小企業いずれの区分でも「下降」

超となっている。 

先行きについて全産業でみると、「上昇」超の見通しとなっている。 

 

 

企業の景況判断ＢＳＩ（原数値）

（前期比「上昇」－「下降」社数構成比：％ポイント）

3年1～3月 3年4～6月 3年7～9月 3年10～12月

（前回調査時）
現状判断

現状判断 見 通 し 見 通 し

(▲ 34.5) (▲ 2.3) (  4.6)

▲ 26.4 5.7 16.1

(▲ 42.1) (▲ 5.3) (  5.3)

▲ 25.7 2.9 22.9

(▲ 28.6) (  0.0) (  4.1)

▲ 26.9 7.7 11.5

(▲ 11.1) (▲ 11.1) (  0.0)

▲ 22.2 11.1 11.1

(  0.0) (▲ 11.8) (  0.0)

▲ 29.2 16.7 12.5

(▲ 47.5) (  1.6) (  6.6)

▲ 25.9 0.0 18.5

※（　）は前回（令和3年1～3月期）調査結果

区 分

模

別

大 企 業

中 堅 企 業

中 小 企 業

製 造 業

非 製 造 業

全 産 業

規
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企業の景況判断BSI（原数値）

１．産業別

２．規模別

中堅企業▲29.2％Ｐ

中小企業▲25.9％Ｐ

大企業▲22.2％Ｐ

▲ 90.0

▲ 80.0

▲ 70.0

▲ 60.0

▲ 50.0

▲ 40.0

▲ 30.0

▲ 20.0

▲ 10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

Ⅰ

16

ⅡⅢⅣⅠ

17

ⅡⅢⅣⅠ

18

ⅡⅢⅣⅠ

19

ⅡⅢⅣⅠ

20

ⅡⅢⅣⅠ

21

ⅡⅢⅣⅠ

22

ⅡⅢⅣⅠ

23

ⅡⅢⅣⅠ

24

ⅡⅢⅣⅠ

25

ⅡⅢⅣⅠ

26

ⅡⅢⅣⅠ

27

ⅡⅢⅣⅠ

28

ⅡⅢⅣⅠ

29

ⅡⅢⅣⅠ

30

ⅡⅢⅣⅠ

31元

ⅡⅢⅣⅠ

2

ⅡⅢⅣⅠ

3

ⅡⅢⅣ

（単位 ： ％ポイント）

大企 業

中堅企業

中小企業

現状判断

全産業▲26.4％Ｐ

製造業▲25.7％Ｐ

非製造業▲26.9％Ｐ

▲ 80.0

▲ 70.0

▲ 60.0

▲ 50.0

▲ 40.0

▲ 30.0

▲ 20.0

▲ 10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

Ⅰ

16

ⅡⅢⅣⅠ

17

ⅡⅢⅣⅠ

18

ⅡⅢⅣⅠ

19

ⅡⅢⅣⅠ

20

ⅡⅢⅣⅠ

21

ⅡⅢⅣⅠ

22

ⅡⅢⅣⅠ

23

ⅡⅢⅣⅠ

24

ⅡⅢⅣⅠ

25

ⅡⅢⅣⅠ

26

ⅡⅢⅣⅠ

27

ⅡⅢⅣⅠ

28

ⅡⅢⅣⅠ

29

ⅡⅢⅣⅠ

30

ⅡⅢⅣⅠ

31元

ⅡⅢⅣⅠ

2

ⅡⅢⅣⅠ

3

ⅡⅢⅣ

（単位 ： ％ポイント）

全産 業

製造 業

非製造業

現状判断

（四半期）
（年度）

見通し

見通し

（四半期）
（年度）  
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２．雇  用 

── 従業員数判断は「不足気味」超 に転じる── 

 3 年 6 月末時点の従業員数判断ＢＳＩ（期末判断「不足気味」－「過剰気

味」社数構成比、原数値）をみると、全産業で「不足気味」超となっている。 

産業別にみると、製造業で「過剰気味」超、非製造業で「不足気味」超と

なっている。 

 規模別にみると、大企業及び中小企業で「過剰気味」と「不足気味」が均

衡、中堅企業で「不足気味」超となっている。 

 先行きについて全産業でみると、「不足気味」超の見通しとなっている。 

 
 

従業員数判断ＢＳＩ（原数値）

（期末判断「不足気味」－「過剰気味」社数構成比：％ポイント）

3年3月末 3年6月末 3年9月末 3年12月末

（前回調査時）
現状判断

現状判断 見 通 し 見 通 し

(▲ 3.4) (  10.3) (  12.6)

5.7 6.9 6.9

(▲ 10.5) (  15.8) (  13.2)

▲ 2.9 8.6 8.6

(  2.0) (  6.1) (  12.2)

11.5 5.8 5.8

(▲ 22.2) (▲ 11.1) (  0.0)

0.0 11.1 0.0

(▲ 5.9) (  17.6) (  17.6)

20.8 12.5 12.5

(  0.0) (  11.5) (  13.1)

0.0 3.7 5.6

非 製 造 業

全 産 業

規

※（　）は前回（令和3年1～3月期）調査結果

区 分

模

別

大 企 業

中 堅 企 業

中 小 企 業

製 造 業
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３．企業収益（除く電気・ガス・水道、金融・保険。計数調査） 

── 3年度の売上高は 8.1％の増収見込み、 

      経常利益は▲3.1％の減益見込み ── 

売上高 

3 年度の売上高は、全産業で 8.1％（対前年増減率、以下同じ。)の増収見

込みとなっている。 

産業別にみると、製造業で 10.1％の増収見込み、非製造業で 2.7％の増収

見込みとなっている。 

規模別にみると、大企業及び中堅企業で増収見込み、中小企業で減収見込

みとなっている。 

 
 
 

経常利益 

3年度の経常利益は、全産業で▲3.1％(対前年増減率、以下同じ。)の減益

見込みとなっている。 

産業別にみると、製造業で 0.3％の増益見込み、非製造業で▲9.0％の減益

見込みとなっている。 

規模別にみると、大企業で増益見込み、中堅企業及び中小企業で減益見込

みとなっている。   

製 造 業 非 製 造 業 大 企 業 中 堅 企 業 中 小 企 業

▲ 3.1 0.3 ▲ 9.0 16.4 ▲ 15.4 ▲ 1.3

(対前年増減率：％)

全 産 業 規 模 別

3 年 度

 

 

 

製 造 業 非 製 造 業 大 企 業 中 堅 企 業 中 小 企 業

8.1 10.1 2.7 18.0 7.6 ▲ 0.3

(対前年増減率：％)

3 年 度

全 産 業 規 模 別
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４．設備投資(除く土地、含むソフトウェア投資。計数調査) 

── 3 年度は全産業で 68.4％増の見込み ── 
 

 3 年度の設備投資は、全産業で 68.4％増（対前年増減率、以下同じ。）の見

込みとなっている。 

産業別にみると、製造業で 61.0％増、非製造業で 76.8％増の見込みとなっ

ている。 

 規模別にみると、大企業及び中堅企業で前年度を上回り、中小企業で前年

度を下回る見込みとなっている。 

  

製 造 業 非 製 造 業 大 企 業 中 堅 企 業 中 小 企 業

68.4 61.0 76.8 71.2 109.1 ▲ 30.5

(対前年増減率：％)

全 産 業 規 模 別

3 年 度

 
 
 



 
 
 
 
 
 

奈良県経済の概況・経済指標（奈良県・全国） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                一般財団法人南都経済研究所 

「ナント経済月報６月号」より抜粋 
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令和３年 春闘要求妥結状況 
2021 年 6 月 15 日現在 

 
 
 

 １ 【日本労働組合総連合会】 
    ・2021 春季生活闘争 第 6回回答集計 平均賃金方式 

（2020 年 6 月 5 日公表との比較） 
・2021 春季生活闘争 第 6回回答集計 平均賃金方式 
                 （昨年同一組合比較） 

・2021 春季生活闘争 第 6回回答集計 夏季一時金（年間） 
・2021 春季生活闘争 第 6回回答集計 夏季一時金（季別） 

 

 

２ 【（一社）日本経済団体連合会】 

    ・2021 年 春季労使交渉・大手企業業種別回答状況[了承・妥結含]（加重平均） 

・2021 年 春季労使交渉・中小企業業種別回答状況[了承・妥結含]（加重平均） 

 

 

  ３ 【（一社）奈良経済産業協会】 

    ・令和 3年 春季労使交渉要求・妥結状況（県内企業・対前年同企業集計） 
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